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今、話題の装置を検証する

AISシステムの機能調査と評価に貢献

インテリジェントな船舶用システムの開発、設計はお任せください。

・船内LANシステム

・UUCPメールサーバシステム

・AISシステム評価装置
・各種システム評価装置

（AISシステム評価装置）

AIS船舶局やAIS陸上局等とのデータ送受信

を行ないVHFデータリンクを監視し、　AIS

システムの改善をはかるために必要な評価を

します。
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電波航法　巻頭言（2004年）

　　　　　（Foreword）

望まれるシステムのために

　　電波航法研究会

会長　今津　隼馬

Chairman　Hayama　IMAZU

　1946年に世界で初めてのコンピューター

ENIACが生まれ、これを契機として人工知能の研

究が大きく進みました。また人間に取って代わる

機械としては工場におけるロボットの出現があり

ます。多くの人は、このような技術発展を見て、

人間の仕事を全て機械が代行する時代がすぐに来

ると思いました。しかしながら人工知能の実用化、

商品化に直接結びつく研究成果は期待したほどで

はないのが現状です。船舶運航においても、その

自動化の可能性について研究が行われ、ほぼ全て

のフェーズでの運航自動化が可能であることが示

されました。しかしながら99％自動化が達成され

ても、システムとしては、99％の自動化された部

分と、1％の在来部分から構成された共存システム

です。こうした共存システムで重要なことは、2

つのシステムの連携において齪君臨があってはなら

ないということです。このため自動化できる部分

の全てを自動化するより、齪歯吾をきたすことのな

いシステムの構築が大事と言えます。言い換えれ

ば、システム運用者にとって望ましいシステムを

先ず考え、これに基づいてシステム設計をする必

要があります。少し古い話になりますが、平成5

年に船舶技術研究所及び内航タンカー海運組合と

共に、2名当直を1名当直にするためのシステム

（One　Person　Bridge　Operation　System：OPBO

システム）について共同研究をしたことがありま

す。この時、船橋に残る一人の運航者にとって、

今までと同じかそれより楽に仕事ができる環境を

与え、今までと同等以上の安全性と信頼性を確保

するシステムの開発を目指しました。この要件を

満足させるために先ず取り組んだのが、音声入出

力機能の開発と導入です。何故なら本システム導

入前の船橋作業は乗組員2名による共同作業であ

り、その作業で使われるコミュニケーション手段

は言葉でした。作業形態を変化させないシステム

とするには、機械と人間のコミュニケーション手

法として、音声入出力機能を持つことが不可欠と

考えました。平成9年に「新プロパン丸」が建造

され、これによりOPBOシステムの有効性が実証

されました。最近、船舶には数々の新しい技術が

導入されています。しかしながらその導入におい

て、望ましいシステムについての検討が不十分な

まま、機器の導入進められているように見受けら

れます。これでは新しい技術を導入しても、その

結果として使い難いシステムになってしまい、そ

のシステムは運航者から拒否されてしまいます。

もちろん、現状のシステムが完全ではないことか

ら、今後も新しい技術を導入してシステムの改善

を図らねばなりません。幸運にも電波航法研究会

には開発、製造、運用、利用に携わっている技術

者が集まっています。最新技術を紹介することは

研究会の重要な目的ですが、その一方で利用者に

喜ばれるシステム開発のための有用なコメントを

出すことも研究会の役割だと思います。このため

にも課題の提供や活発な討論など、研究会におけ

る皆様の積極的な参加をお願いいたします。実用

化の前に本研究会で揉んでもらうことを希望する

人が増えること、これが目標です。
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海流について一海洋短波レーダーによる海流観測一

三高　博行　　海上保安庁海洋情報部　環境調査課課長補佐

1．海洋短波レーダー

　海を漂流しながら自動的に浮上と沈降を

繰り返し、水温・塩分の鉛直分布を観測す

るフロートを多数展開することにより、世

界の海洋の変動をリアルタイムにモニター

しょうという国際プロジェクトArgo計画

が進行している。日本におけるArgo計画
としてのミレニアム・プロジェクト「高度

海洋監視システムの構築」においては、フ

ロートの展開の他に、平均300km間隔に
配置されるフロートでは分解の難しい黒潮

を監視することを目的として海洋短波レー

ダーの設置が進められた。黒潮流路変動の

激しい伊豆諸島周辺海域を対象として、人

丈島と房総半島野島埼がレーダー・サイト

として選ばれ、2001年8，月に観測が開始

されている。

　短波レーダーの海洋波浪による後方散乱

は、Crombie（1955）によって発見された。

図1に概念図を示す。陸上に設置した短波

レーダー発信器からの電波は、その波長の

1／2の波長を持つ波浪とブラッグ共鳴し、

強い後方散乱波を生じる。後方散乱波は共

鳴した1／2波長の波浪の位相速度に応じた

ドップラーシフトを受けている。波浪の位

相速度は重力波と見なすと波長によって定

まり、また波浪にはレーダー局から遠ざか

る成分と近づく成分が混在しているので、

図1中段のように正と負のドップラーシフ

トを受けた一次散乱エコーと呼ばれる2つ

のピークが観測される。表面に海流が存在

する場合には、波浪固有の位相速度に海流

の流速が加わり、図1下段のように一次散

乱エコーのピーク周波数にさらにドップラ

ーシフトが生じる。この周波数のシフト量

を測定することにより、海流のうちレーダ

ー局からの視線方向成分を計測することが

できる。
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図1。海洋短波レーダーの観測概念図。

　Barrick　et　al．（1977）により海洋短波レ

ーダーは、複数のレーダー局における視線

方向流速の合成により、海流測定方法とし

て確立された。そのBarrick氏を中心とす

るチームによって開発された送受信システ

ムがモノポール（送信）／クロスループ（受

信）アンテナ1機つつとコントローラーと

いうコンパクトな構成の海洋短波レーダ

ー・ Vステムを本プロジェクトでは導入し、

人丈島と房総半島野島埼に送受信局を設置

した。設置状況を図2，3に示す。

諜

図2．八丈島局の受信アンテナとコントロ

　　　ーフー

一2一 JACRAN，　No．45（2004）



　
　
　
三
㎜
に
汐

　
　
　
　
博
岬
喝
．

　
　
　
　
二
7
■
．
、

　
　
　
　
甲
　
哩
　
噌
　
7
　
髄

　
　
　
　
」
　
　
　
　
　
　
、
　
‘

　
　
　
ノ
濯
一
　
　
　
、
．
・

鯉
ノ
ξ
器
繍

　
　
善
「
勃
〆

血
鵡

㎜
齢

ゆ
心

霊
加

害
㎞

認
o
o

㎜
領

置調

6
バ
，
．

童
鴎

　
　
　
「

椰
殉
、

へ

＼

、

、

気．、

＼
、

、

、

＼、

∴翻
、

、繊
14

狸
ぞ
窮
ぴ
邦
二
一

し
つ
艀
汐
．
・

　
　
　
分
／
．
、
’

÷
』
軸
・

㎞ヒ

図3．八丈島局の送信アンテナ。

　測定原理で示した通り、1レーダー局で

得られる海流の流速成分は、その視線方向

に限られる（図4，5）。両州データの合成

により海流場が得られるが、両局を結ぶ基

線付近では、基線に直交する成分の算出誤

差が大きくなりすぎるため、採用できない。

図6に合成例を、表1に海洋短波レーダー
の測定諸元を示す。海洋短波レーダーによ

る海流場のインターネット公開
（http：〃www！．k：a丑｝o。難1it．gojp／KANKY

OIKA亙YO／｝ぜradar／kairyt翌」簸form．cgi？）に

当たっては、基線付近において基線に直交

する成分を内挿により求めている。

一当羅麹可y

卜＼・照顧1騒騒
　　＼回・『∵1！溜：〃コ　・細
ド囎：易穿／

図5．視線方向流速の測定例。野島：埼局。
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表！．海洋短波レーダー諸元

製造元 CODAR社（米国）

周波数 5MHz帯（2波）

掃引幅 15kHz
観測範囲 約200km
距離分解能 約10km
観測間隔 3時間

平均電力 50W
受信アンテナ モノホ．一ル1本（2．5m）

Nロスルーフ02本（2．5m）

送信アンテナ モノホ．一ル1本（14．5m）

図4．視線方向流速の測定例。八丈島局
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2．データ取得状況

　2001年8，月の観測開始以来、長期にわ

たる欠測はなく稼動している。図7に両局

における2002年4月～2003年3月までの
データ取得率を示す。本システムは5MHz

帯の電波によって200kmの観測範囲を持
つが、局から遠ざかるに従い取得率が単調

に減少しているのは、夜間の混信の影響に

よるカバーレッジの低下による。図8，9
に両局における同期問の平均視線方向流速

及びその合成ベクトルを示す。黒潮が観測

領域の西側から人丈島局の視線にほぼ直角

に流入するため野島埼局のみに近づき、東

側で両局から遠ざかるように流出する状況

が反映されている。視線方向流速の変動量

（rms．）は分布、大きさともに平均流速と

ほぼ一致している。視線方向流速データは

30分毎に計算され、3難問の平均値として

出力される際にその時間内の変動量（3時

間内のrms．）が記録される。その変動量の

同期間（2002年4．月～2003年3．月）の平

均値を図10に示す。両局ともに三宅島周

辺において40～50cm／sという大きな変動

量が見られ、ノイズまたは短周期変動が発

生していると推定される。
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3．観測データの検証

　海洋短波レーダーによる流速データを検

証するため、2003年6月から8月にかけ、

八丈島の北東（図11丸印）の水深約350m

の地点において、深度約100mの地点に超

音波ドップラー流速プロファイラー
（ADCP）を係留し、表層から深度約100m

までの流速プロファイルの連続観測を行っ

た。深度約10mのADCP観測データに3
時問間隔で平均処理を行った後、2っの送

受信局からの視線方向成分を抽出して海洋

短波レーダー観測データと比較した結果を

図！2に示す。海洋短波レーダー観測デ

ータとADCP観測データの残差から、両者
の相違は概ね30cm／sであった。

　　1390E　　　　　　て40。E　　　　　　14fE　　　　　　142●E

図11．検証用ADCP係留点。
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4．黒潮の短期変動

　八丈島一野島埼の海洋短波レーダーによ

る観測が開始された2001年には黒潮は離
岸流路を取り八丈島の南を流れていたが、

2001年12月に接岸流路に移行した。野島

崎局からの観測点のうち、伊豆諸島海域に

流入する点列を設定し（図13）、点列のう

ち最大流速が測定された点を黒潮流軸とし

てその時系列を図14に示す。2002年1月
以降の黒潮流軸は殆どが神津：島と三宅島の

間を通り、30～40日周期で神津島付近と三

宅島付近とを南北移動しているという変動

状況が得られた、

　　RadialRawPoint　NOJl　O3－08－01　1200

蜘τ偲戚緬s

神津島瞬

三宅島糊蜘、

御蔵島聯

斜毒口謝窪麟 雷r1歪罰鍵鵬麟

図！4．伊豆諸島海域に流入する黒潮流軸の

　　　変動（横軸は年／月）
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図13．野島：埼局データ抽出点

5．おわりに

　海洋短波レーダーは、これまでの測器に

はない高い時間・空間分解能を持ちながら

広域をカバーできるという革新性を有して

おり、黒潮のモニタリングや海難発生時に

必要な漂流予測に活用されるとともに、海

洋現象の新たな側面がとらえられる可能性

が期待される。

　海洋短波レーダーの運用に当たっては、

南房総航路標識事務所及び八丈水路観測所

職員の方々にご協力頂いており、ここに深

謝申し上げます。
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衛星航法システムGPS／WAASの現状

　　坂井　三二

電子航法研究所

Current　Status　of　Satellite　Navigation　System　GPS／WAAS

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Takeyasu　Sakai

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Electronic　Navigation　Research　Institute

1．はじめに

　1960年代の米海軍によるNNSS（Navy
Navigation　Satellite　System）に始まった衛星

航法システムは，現在では同じく米軍による

GPS（global　positioning　system）が実用化さ

れて久しく，船舶あるいは航空機の航法のみな

らず日常生活に不可欠な社会基盤として認識

されつつある．GPSの特徴は受信機さえあれ

ば面倒な手間をかけることなく現在位置を知

ることができる点にあり，情報技術の進展と相

まって位置測定手段の実質的な標準となって

いる．

　GPSの構築が始められたのは1978年で，

80年代後半から実用可能な状態となり，1993

年には所期の機能が達成された．その後もシス

テムの改良が続けられており，GPSの性能は

年々向上してきている．一方，主に航空機用途

において，GPSのみでは不足する機能を補う

ことを目的として補強システムの構築が進め

られている．ICAO（international　civil

aviation　organization；国際民間航空機i関）に

よる　SBAS　（satellite－based　augmentation

system；静止衛星型衛星航法補強システム）の

開発は90年代中頃から開始され，このうちの

ひとつ，米国の　WAAS　（wide　area

augmentation　system）は2003年7月に正式

運用を開始した．

　一方では欧州が独自の衛星航法システムを

構築するGalileo計画を進めており，あるいは

我が国も準天頂衛星システムとしてカバレッ

ジを限定したシステムを計画するなど，衛星航

法をめぐる状況は大きく変化しつつある．本稿

ではGPSおよびWAASを中心とした衛星航法

システムの現状を整理し，今後の計画について

も述べることとしたい．

2．GPSの現状と将来計画

　まず最初に，GPSについて現在の状況およ

び将来計画を述べる．参考のため，機能的に類

似した他システムや，補強システムについても

触れることにする．

2－1　GPSの現状
　1995年にFOC（full　operational　capability）

となったGPSは，その後民生利用が進められ，

1996年3，月には大統領指令により民生ユーザ

に対しては将来にわたって無料で開放するこ

ととされた［1］．よく知られているとおりGPS

の民生用信号はSA（selective　availability）

と呼ばれる操作により精度を抑えられていた

が，同じ指令によって10年以内にSAを解除

する旨が表明され，実際には2000年5，月に実

施された．これに合わせて2001年10，月には

民生用信号の性能規定も改訂されている［21．

GPSの管理運営についても，1997年以降は

IGEB（interagency　GPS　executive　board）と

いう組織がつくられ，それまでのDOD（国防

総省）およびDOT（運輸省）に，国務省や商

務省も加えて省庁横断的な仕組みが導入され

た［3］．GPSは元来軍民の二重利用システムと
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して開発されているが，完成と前後して民生利

用が積極的に進められ，運用体制も改められた

ということになる．

　プロトタイプであるブロック1衛星に続い

て運用型のブロックIIIIIAシリーズが打ち上

げられ，現在打ち上げられているのは改良型の

ブロックIIRシリーズ（「R」はreplenishment）

である．GPSは24機の衛星により運用される

こととされているが，実際には2004年2月初

旬現在で29機のGPS衛星が運用されている．

これらの衛星が軌道傾斜角55度の6軌道面に

配置され，全体的には図1のような配置により

運用されている．

　GPSが放送している無線信号の周波数は基

本的には1575．42MHz（：L1波）であり，この

周波数に民間用のC／Aコード
（coarse／acquisition　code）と呼ばれる信号が

乗せられている．これはチップ速度LO23

Mcpsのスペクトル拡散符号であり，GPSでは

この符号の違いにより衛星を区別するCDMA

（code　division　multiple　access；符号分割多

重）方式が採用されている．C／Aコードによる

測位機能を標準測位サービス（SPS；standard

positioning　service）といい，国防総省が発行

表1：GPSの測位精度の規定（95％値）

時期 水平方向 垂直方向

SAあり

@［5］
100m 156m

SA解除後

@［2］

13m（平均）

R6m（最悪）

22m（平均）

V7m（最悪）

する文書によりサービスの内容や性能が規定

され，一般に公開されている［2］．一方，軍用

にはPコード（precision　code）が，：L1波に

加えて1227．6MHz（：L2波）でも放送されて

いる．Pコードでは精密測位サービス（PPS；

precise　positioning　service）が提供されるが，

これは軍用信号でありメッセージの内容は秘

密とされている．ただしPコード自体は公開

されているから民間用受信機でもPコードで

距離を測定することは可能であり，これを行う

ものは2周波受信機と呼ばれる．高精度な測量

用受信機は2周波を受信するものが普通であ

る．

　民問用の標準測位サービスによる測位精度

は，表1のとおり規定されている．身中の値は

いずれも95％値であって，測位誤差の95％が

この範囲に収まるという性質の規定である．た

だし，こうした規定は標準的な受信機環境を想

定しているから，状況によってはこれを外れる

場合もあり得る．

　GPS衛星の運用・制御を統括する主統制局

（MCS；master　control　station）は米国コロラ

ド州の空軍基地内におかれ，衛星が放送する航

法メッセージもここで生成されている．この他

にモニタ局が世界各地の5ヶ所（うち1ヶ所

は最近増設された），またGPS衛星との通信を

行うアップリンク局が4ヶ所にある．

2－2　他システムの状況

GPS以外の衛星航法システムとしては，ま
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ずロシアが運用しているGLONASSが挙げら

れる［6］．G】」ONASSはGPSに類似した衛星航

法システムで，LバンドのGPSに近い周波数

で測距信号を送信している．GPSがCDMA方

式により衛星を識別しているのに対して，衛星

毎に信号周波数を変えるFDMA（frequency

division　multiple　access；周波数分割多重）方

式を採用している点が大きな違いといえる．

G：LONASSも仕様上は24機の衛星による運用

がされることになっているが，実際に軌道上に

ある衛星は現在7機程度にとどまっている．

　一方，欧州連合（EU）は1999年2，月に独

自の衛星航法システムGalileoの計画を発表し

た［71．すでに欧州はICAOの標準仕様に沿っ

たGPS補強システムSBASのひとつとして

EGNOSの開発を開始しているが，欧州はこの

EGNOSをGNSS－1として位置付け，これに

続くGNSS－2としてGalileoシステムを開発し

ている．Galileo計画は，2000年4，月より具体

的なシステム開発作業が開始されており，技術

検証・試験を経たのち2005～2008年にかけて

実用衛星を製造・配備し，2006年には初期運

用を開始，2008年の完全運用を目指している．

Galileoの特徴のひとつは設計殻階から具体的

な民生用アプリケーションに必要とされる性

能要件を考慮していることといえる．つまり，

GPSやGLONASSでは補強システムにより補

うこととなった部分が最初から取り込まれて

おり，実現すれば使いやすいシステムになるも

のと思われる．

2－3　補強システム

　海上分野ではすでに世界的に中波ビーコン

DGPSが利用されている．これは従来より利

用されている280～320kHzの中波ビーコン

信号にディファレンシャルGPS補強情報を重

畳して放送する方式で，ITU（international

telecommunication　union；国際電気通信連

合）により国際標準が策定されている［8］．日

本では海上保安庁が整備を担当しており，

1999年4，月より27局による正式運用を行っ

ている．世界各国でも同様のシステムが整備・

運用されており，特に米国ではNDGPS
（nationwide　DGPS）として内陸部にも中波

ビーコンDGPS局を設置する計画を進めてい

る．

　民間ベースの補強サービスとしては，我が国

ではカーナビゲーション用にFM多重放送に

よるDGPSサービスがすでに普及しており，

各国でもAM放送やTV放送へのデータ多重に

よる方式が実用化されている．また，洋上も含

めたサービスとしては，Geostarあるいは

OmniSTARといった静止衛星（インマルサッ

ト）による補強サービスが有料で提供されてい

る．

　航空用補強システムについては後述する．

2－4　国際機関の動向

　ICAOやIMO（international　maritime

organization；国際海事機関）といった国際機

関では，所要の性能を有する衛星航法システム

をGNSS（global　navigation　satellite　system；

全世界的航法衛星システム）と総称し，これに

はGPSおよびG：LONASSが含まれる．　ICAO

の場合はGNSSに補強システムも包含してお

り，将来的にはGalileoなども対象となる方針

である．

　比較的早くからGPSが実地に利用されてい

る船舶分野では，IMOが1995年に決議
A．819（19）「船舶搭載用GPS受信装置の性能標

準」［9］を採択しており，すでに広範囲に実用

されている．洋上では特に補強システムは必要

とされないが，沿岸海域では測位精度を改善す

る必要があることから中波ビーコンDGPSが

利用され，このための補正データ伝送フォーマ

ットは前述のとおりITUの勧告ITU－R　M．

823－1として規格化されている．

　また，SOLAS条約の改正にともない2002
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年7月よりAIS（automatic　identi負cation

system；船舶自動識別装置）の搭載が開始され

ており，このための位置情報の取得にはGPS

が標準的に使用されている．

　民間航空分野においては，ICAOが最近

GNSSの国際標準仕様（SARPs；standards

and　recommended　practices）［10］を定めたと

ころである．ここではGNSSは人工衛星の他

に機上受信機や地上モニタ施設などをも含め

た定義となっていて，具体的な姿はGPS（コ

アシステム）に補強システムを追加した構成と

されている．ICAO　GNSSでは，補強システム

は次の3種類に区分されている．

SBAS　静止衛星から補強情報を送信し，大陸

　　規模；の広域にわたってGPSの補強を行う．

　　洋上航空路からターミナル空域まで広い

　　範囲の航空機を対象とした補強システム

　　である．

GBAS（ground－based　augmentation　system；

　　地上型衛星航法補強システム）　地上送信

　　局からの補正情報により，局地的にGPS

　　を補強する．空港周辺で進入着陸中の航空

　　機に対して補強サービスを提供する，

ABAS（aircraft－based　augmentation　system；

　　機上型衛星航法補強システム）　航空機上

　　で得られる情報によりGPSを補強する．

　　ABASについては，いまのところ詳細な規

　　定はなされていない．

航空用広域GPS補強システムの標準仕様であ

るSBASは補強情報を静止衛星から放送する

もので，実際のシステムとしては，米国の

WAAS，　欧州の　EGNOS　（European
geostationary　navigation　overlay　service），

そして我が国のMSAS（MTSAT－based
satellite　augmentation　system）がそれぞれ整

備中である．使用する衛星は，WAASおよび

EGNOSはインマルサット，MSASはMTSAT

（multi－functional　transport　satellite；運輸

多目的衛星）となっている．米国EAA（federal

aviation　administration；連邦航空局）が開発

中のWAASは，後述するとおり2003年7，月

に認証作業が完了し，実用が開始された．

SBASにより送信される信号は，ユーザ航空機

に対して，（i）インテグリティ情報，（ii）レン

ジング機能，（iii）ディファレンシャル補正情

報，を提供する．これらはすべてGPS：L1と同

じ1575．42MH：zで放送されるから，アンテナ

はGPSと共用できるメリットがある．

　一方，GBASは精密進入用の補強システム

で，空港周辺に設置されて局地的な補強情報を

航空機に送信する．これにより，SBASでは実

現できない高水準の進入着陸を目指すもので，

EAAが：LAAS　（local　area　augmentation

system）と呼んで整備する方針である．マル

チパス抑制およびインテグリティ確保のため

GBAS地上局には複数の基準受信機が設置さ

れ，VHF波により補強情報を放送する．

2－5　将来計画

　GPSについては，初期のプロトタイプ衛星

はすべてが実用型衛星に置き換えられ，現在は

十分な数の衛星による安定した運用段階にあ

る．軌道上にはまだ多数のブロックIIIIIA衛

星があるが，現在打ち上げられている衛星はブ

ロックIIRシリーズとなっている．　GPSの開

発から運用を通じて米軍がノウハウを蓄積し

ていることもあり，同じ衛星を使用していなが

ら初期に比べて測位精度は若干向上している．

先に述べたとおり，最大の誤差要因であった

SAは2000年5．月をもって解除された．

　こうした状況を背景として，すでに既存の

：L2波に第二の民間用測位信号を追加し，さら

に新しく：L5周波数で第三の民間二信号を放送

することが決定されている．複数の周波数の測

位信号を使えると，電離層遅延補正の精度が改

善されるほかRT：K－GPSの初期化を高速にで
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き，また冗長性の増加により信頼性も向上する

といったメリットがある．最終的には，2004

年以降の打上げを予定しているブロック

IIR－M衛星（「M」はmodified）から第二民間

周波数が提供されることとなり，また第三民間

周波数は2006年から打ち上げられるブロック

：F衛星（「F」はfollow－on）でサポートされる

計画となった．：L2波の周波数は航空航法用に

国際的に保護された帯域（ARNSバンド）で

はないことから航空機の航法に使用できない

難点があるが，L5波で第三周波数が追加され

ればこうした問題点も解決されることとなる．

　また，測位精度の向上をねらって，モニタ局

の増設が計画されている．これは，GPS衛星

の精密軌道暦の作成に利用されている既存の

NIMA　（national　imagery　and　mapping

agency；米国画像地図庁）受信局をGPSモニ

タ局に統合するもので，6局を増設して治乱は

倍増することになる．現状ではGPS衛星を常

時完全にモニタしているわけではないが，モニ

タ局の追加により軌道全周にわたって追跡す

ることが可能となり，軌道予測精度の向上が期

待できる．また，MCSについても西海岸に増

設する方針が示されている．

　一方で，次世代のGPS衛星として，　GPSブ

ロックIII衛星の概念設計がすでに開始されて

いる．ブロックIII衛星初号機の打上げは2010

年頃を目指しており，2030年頃までには軌道

上の衛星がすべてブロックIIIとなる計画とさ

れる．こうしたGPSの近代化計画はGPS

Modernizationと総称され，　JPO（joint

program　office）により作業が進められている

［11］［12］．

　我が国では，GPS補強システムとしてICAO

SBASのひとつMSASを構築する計画を進め

ている．MSASのMCSはすでに神戸および常

陸太田の2局が整備されており，MTSAT衛星

の打上げに向けて準備が進められている［13］．

また，2004年に打上げを予定している技術試

験衛星ETS－VIIIでは衛星航法技術の開発がな

されることとされており，

　（1）原子時計の衛星搭載

　（2）　精密軌道決定

　（3）衛星搭載クロックの時刻管理

の3技術について試験・実証することとされて

いる．また，最近になって，準天頂衛星システ

ムを開発する方針が決定された．これは目盛周

辺を中心として移動体向けに高品質な通信と

航法のサービスを提供する衛星システムで，航

法用信号としてはGPSと互換性のある測距信

号を放送し，GPS衛星が見えないビルの谷間

でも高精度な測位ができるようにする構想で

ある．いまのところ2008年前後の運用を目指

して計画が進められている．

3．米国WAASの開発状況

　米国が開発したWAASはICAO　SBASのひ

とつであって，国際標準に準拠した全世界的航

法システムの一部である．その開発経緯と現在

の状況，今後の計画を述べる．

3－1　開発の経緯

　航法システムを含む民間航空分野の各種国

際標準の策定を担うICAOは，1980年代後半

には民間航空機の航法は衛星航法システムに

移行すべきと認識しており，FANS（future　air

navigation　system）委員会による最終報告

（1991年）を踏まえて1993年にGNSSパネ

ル会議を設置し，具体的なシステムの検討作業

を開始した．翌年より開催されたパネル会議は

GNSSを民間航空航法用に使用可能な性能を

持つ衛星航法システムと定義し，その国際標準

（SARPs）の策定を目的として活動を開始し

た．SARPsには，

　（1）　コアシステム（GPSIGLONASS）の

　　　　定義

　（2）　補強システム（SBASIGBASIABAS）

　　　　の機能・性能
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図2：WAAS機上装置の例

（Garmin　AT，　Apollo　CNX－80）

が含まれ，3度のパネル会議を経て2001年11

月に発効するに至った．

WAASとは米国FAAが開発しているSBAS

の呼称であり，1991年頃に研究が開始された

当時はWADGPS　（wide　area　dif£erential

GPS）と呼ばれていた．当初は1997年頃の運

用開始が予定され，1993～94年にはすでに研

究開発用の試験システム（NSTB；national

satellite　test　bed）による飛行実験を実施して

いた．

　1996年に実用システムの開発企業としてレ

イセオン社が選定されて最終的な開発作業が

行われていたが，1999年置実施された連続稼

動試験で安全設計上の欠陥が判明したために

本格運用は先送りされた．EA．Aはこの対策と

してWIPP（WAAS　integrity　perおormance

panel）委員会を設置して安全性設計の見直し

を進める一方，2000年8．月からWAASの試験

放送を開始し，航空ユーザ以外には自己の責任

において利用可能とした．WIPPは政府・産業

界・学界のGPSおよびシステム安全の専門家

から構成された委員会で，WAASの安全性設

計を独自に評価し，必要な設計変更を勧告した

［14］［15］．

WIPPによる勧告を踏まえた修正ののち，

FAAの認証を経て，　WAASは2003年7，月10

日より正式運用が開始された．試験放送との違

いは航空機の主航法に利用可能となったこと

で，航空路上の飛行から，：LPVと呼ばれる非

精密進入までがWAASによりサポートされる

こととなった．あわせて各空港のWAAS進入

手順も順次作成されている．

　図2は市販されている機上装置の例で，

Garmin　AT社のApollo　CNX－80という製品で

ある（ディスプレイMX－20　MFDは別売り）．

航空機用受信機の性能基準であるTSO－C146a

を満たしたWAAS／GPS受信機で，現在はこの

他にもいくつかの製品が入手可能とのことで

ある．

3－2　WAASの構成と機能

　WAAS（SBAS）は静止衛星による補強シス

テムで，広い範囲の多数のユーザに対して一括

してサービスを提供できるのが大きな特徴で

ある．

　全体のシステム構成を模式的に表すと図3

のようになっており，ユーザは静止衛星

（WAAS衛星）およびGPSからの信号を受信

して航法に利用する．米国内を中心に各地に合

計で25のモニタ局が設置され，GPSおよび静

止衛星からの信号を監視している．東海岸およ

び西海岸にそれぞれ1局ずつMCSが配置され，

ここで生成された補強情報がアップリンク局

からWAAS衛星に送信されることになる．静

止衛星は今のところ2機のインマルサット衛

星でハワイやアラスカを含む米国全土をカバ

ーしている．

　WAASが放送する信号の周波数はGPS　L1

と同一（1575．42MHz）で，変調方式（BPSK）

や拡散符号の速度（1．023MHz）も変わらない．

拡散符号についてもGPSのCIAコードと同じ
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図3：WAASのアーキテクチャ［141

体系であるが，PRN番号が120～138として

拡張されており，既存のGPS受信機でそのま

ま受信することはできない（ただし，もし既存

受信機でそのまま受信できたとしたら誤動作

することになる）．

　GPSと異なるのはメッセージの構成で，ま

ずシンボルレートはGPSの50　spsに対して

500spsと高速化されている．　FEC（forward

error　correction）方式によるエラー訂正があ

るため実効データレートは250bpsとなる．情

報はメッセージ単位で伝送され，1メッセージ

は250ビットで構成される．このうちプリア

ンブルに8ビット，CRCコードに24ビット

が割り当てられ，さらに6ビットでメッセージ

タイプを識別するため，残る212ビットが正

味のデータ容量となる．

　SBASがユーザに提供する補強情報は，

　（1）インテグリティ情報（測位誤差上限の

　　　　推定値）

　（2）　レンジング機能（測距信号を追加）

　（3）　誤差補正情報（測位精度を向上）

に大別できる．もっとも重要なのはインテグリ

ティ（integrity；完全性）情報で，これにより

各GPS衛星が正常に稼動しているかどうか，

そして測距誤差がどの程度であるかが伝えら

れる．ユーザ受信機はこの情報により測位誤差

の上限（これをプロテクションレベル

protection　levelという）を見積もり，運用上

の要件に照らしてGPSバVAASを利用可能か否

かを判断する．SARPsでは，現実の測位誤差

がプロテクションレベルを超える確率は1回

の着陸あたり2×10　7以下でなければならない

と規定されており，この高い信頼性により航空

機の安全な運航を確保しようというのが

SBASの基本的原則である．

　レンジング機能とは，ユーザ受信機が

WAAS信号を用いても測距動作が可能なこと

を利用して，測位に利用する衛星を増やすこと

ができるというものである．実際には，静止衛

星を利用した場合はGPS衛星ほどの測距精度
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表2：WAAS（SBAS）メッセージ［10］

タイプ 内　容
更新

ﾔ隔
タイプ 内　容

更新

ﾔ隔
0 テストモード（使用不可） 6 17 GEOアルマナック 300

1 PRNマスク情報 120 18 IGPマスク情報 300

2～5 高速補正（FC＋UDRE） 60 24 高速補正・長期補正 6

6 インテグリティ情報（UDRE） 6 25 長期補正 120

7 高速補正の劣化係数 120 26 電離層遅延補正，GIVE 300

9 GEO航法メッセージ 120 27 SBASサービスメッセージ 300

10 劣化係数 120 28 クロック・軌道共分散情報 120

12 SBAS時刻情報 300 63 NU：LLメッセージ 一

（更新間隔の単位は［秒D

が得られないことから，測位精度の改善よりも

冗長度を高める効果のほうが大きい．

　誤差補正情報は，モニタ局での測定により実

際に生じている測距誤差を把握し，これをユー

ザ受信機に伝送することで誤差を補正できる

ようにするもので，いわゆるディファレンシャ

ルGPSと同じ発想である．ただし，　WAASは

広い範囲にわたるカバレッジを有することか

ら，モニタ局から遠く離れたユーザも有効な補

正情報が得られるような工夫がなされている．

　WAASが放送する補強メッセージの一覧を

表2に示す．メッセージタイプ2～6，10，26

はインテグリティ情報，2～7，24～26，28は

補正情報に関連する．各メッセージは少なくと

も表中の更新間隔以下の時間間隔で放送され

ることとされており，インテグリティに関連し

た安全上重要な情報は更新頻度が高く設定さ

れている（更新間隔の最小値6秒は，精密進入

で規定されている最大アラーム時間6秒に合

わせてある）．実際には常に毎秒1メソセージ

が放送されているわけではなく，空いた時間は

メッセージタイプ63で埋めている．

3－3　試験：結果

WAASは認証前にさまざまな試験が行われ

たが，図4はその結果の一例である．図の横軸

は現実に生じた測位誤差で，これに対応して受

信機が計算したプロテクションレベルを縦軸

として，発生頻度を色で表示してある．左側の

図が水平方向，右側が垂直方向の測位誤差に対

応する．図中の対角線上では測位誤差とプロテ

クションレベルが等しくなるから，対角線より

下側の領域はプロテクションレベルよりも現

実の測位誤差のほうが大きいことを意味し（そ

のような事象を　HMI＝　hazardously

misleading　informationと呼ぶ），ここにプロ

ットがあってはならない．

　この例ではそのような事象はなく，プロテク

ションレベルは常に余裕をもって計算されて

いたことになる．

3－4　今後の計画

　WAAS　は現在　Phase－I　IOC　（initial

operational　capability）として稼動している

が，FAAはこれを数年以内にPhase－1：FOCと

する計画である［14］［15］．10Cにとどめられて

いる原因のひとつは静止衛星の不足である．

WAASで必要とされる信頼度を得るには，カ

バレッジ内のいずれの場所からも2機以上の

静止衛星が見える必要があるが，現状の2機体
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制ではこれは不可能である．このため，太平洋

上に静止衛星を追加することが検討されてい

る．また，磁気嵐に伴う電離層擾乱などの際に

も安定した性能を得るにはモニタ局を追加す

る必要があり，現状の25局を34局に増設す

る方向である．今のところ，2007年前後の

Phase－I　FOCが目標とされている．

　2006年より打上げ予定のGPSブロックIIF

衛星からは民生用L5信号が追加されることと

なっているが，WAASもこれに合わせて2周

忌化する計画がある．耐干渉性と電離層遅延推

定で大きなメリットがあるとされ，現在，米国

RTCA　（radio　technical　commission　おor

aeronautics；航空無線技術委員会）が：L5

SBASの規格をほぼ固めつつある．なお，現在

もすでに放送されているGPS　L2周波数につ

いては，航空航法用に保護されている帯域では

ないことから，SBASが放送する予定はない．

　WAASは米国を補強対象として開発された

システムであるが，最近になってブラジルが

WAASを利用したいとの意向を示している．

ブラジルは磁気赤道直下に位置するため電離

層遅延補正に課題があり，このため試験的にモ

ニタ局を設置してデータを収集している．

4．おわりに

GPSおよびWAASを中心に，衛星航法シス

テムの現状について述べた．欧州による

Galileo計画をはじめ衛星航法を取り巻く状況

は大きく変化しつつあり，我が国のMSAS計

画や準天頂衛星システムの果たす役割も大い

に期待されるところである．

　GPSが汎用の位置センサとして機能する一

方で，WAASは航空用に設計されていること

から安全性に関する要件が非常に厳しく，この

ために実用化が6年も遅れることとなった．し

かし，今後GPSの利用がさらに広がるにつれ

て信頼性および安全の確保は重要課題となる

ものと思われ，そのときWAASの考え方は参

考になるだろう．
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実験用ヘリコプタによるDGPS測位精度評価

独立行政法人　宇宙航空研究開発機構

総合技術研究本部　航空安全技術開発センター

　　　　　　　　　　又吉直樹、奥野善則

1．はじめに

　平成15年10，月1日に航空宇宙技術研究

所（NA：L）、宇宙開発事業団（NASDA）、宇宙

科学研究所（ISAS）が統合され、宇宙航空研

究開発機構（JAXA）が発足した。本稿では、

JAXA保有の実験用ヘリコプタMuPAL一εを

用いたディファレンシャルGPS（DGPS）の測

位精度評価飛行試験：結果等について報告す

る。

2．実験用ヘリコプタMuPAL一ε
　ミュ　パルイプノロン

　MuPAL一ε（図1、文献1）は、我が国初

の純国産民間ヘリコプタである三菱重工製

MH2000A型機を同機とし、ヘリコプタの

図1　実験用ヘリコプタMuPA：L一ε

航法・誘導・制御の分野を中心とするさま

ざまな研究課題に幅広く対応可能な実験用

ヘリコプタとして開発された。機内には機

体の飛行状態を高精度に計測するための計

測システム、統合表示方式等の研究を行う

ために自由にプログラムすることが可能な

実験用ディスプレイ、機体の飛行安定を選

択することができる可変安定システム、等

の実験用システムが搭載されている（図2）。

3．DGPS測位精度評価飛行試験

3．1DGPSllNSシステムの概要
　MuPA：L一εには機体の位置情報や慣性デ

ータを計測するためのセンサとして

DGPSIINS複合システムが搭載されている。

本システムは多摩川精機（株）によって製

作されたもので、同社製のINSと米国

Thales　Navigation磨製のGPS受信機i

（Z－Eurocard）を一つの筐体にパッケージ

化したものである。なお、本装置は実験用

として搭載されており、航法装置として承

認されたものではない。

図2　実験用システムの搭載状況
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　DGPSIINSでは、　INSのドリフト誤差等

をDGPSで補正することによって、高い精

度と平滑度を両立することができる。図3

に示した例では、旋回中に受信衛星数の断

続的な変化やDGPS補正信号が受信できず

にDGPSから単独GPSへの移行が生じて

いるが、DGPSIINS複合解は安定して平滑

度の高い位置情報を生成している。

　DGPS補正情報源としては、当機構所有

のVHFデータリンク（DIL）地上局、また

は海上保安庁が船舶用に全国に整備してい

る中波ビーコン地上局（図4）のいずれか

を利用することができる。

　本システムが使用する各アンテナの搭載

状況を図5に示す。GPSアンテナは右側操

縦席付近の胴体上面に搭載されている。ア

ンテナから見て左後方にエンジンやメイン

ロータ・ヘッドが位置している（最大仰角

約15度）が、母機装備品の航法装置のGPS

アンテナが左舷側の同等の位置に装備され

ており、運用上問題は生じていない。しか

　140・

冨

遡100・
釦匠

一DGPS単独
　DGPSIINS複合解

し、今回の飛行試験により、以下に示すよ

うに、高精度の測位を必要とする場合は電

波遮蔽やマルチパスの影響による測位精度

の劣化が問題となり得ることが判明した。

3．2　飛行試験結果

　測位精度評価のための飛行試験は、帯広

市の南に位置する北海道大樹町多目的航空

層DGPSセンター　 1局

　　　　　　　　　　　　ア　

ODGPSの有効範囲

　　蹴
　　　　蕪／

　　　　　　　　　　、8k龍

　　　　　　譲騨

　　　　　　　嘉羅

　　　　　紗

　　　艶蹴之島

図4　海上保安庁中波ビーコン局配置図
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公園周辺の空域で実施した。飛行試験中は、

VHF　DIL地上局を滑走路に隣接した実験

棟内に設置し、海保地上局とともにDGPS

補正情報源として用いた。測位精度の評価

基準としては、誤差20～30cm以下の精度

を達成することが可能なキネマティック

GPS（KGPS）解を使用し、さらにその精

度をレーザ・トラッカにより確認した。使

用したレーザ・トラッカは当機構で開発さ

れたもので、設置点から数km以内の近傍

では1m以内の測位精度を達成することが

できる。

a）平均測位精度

　評価結果を表1に示す。DGPSの効果は

鉛直面内で大きく、単独GPSでは20m以

上に達する高度方向の誤差が、DGPSでは

1m以下となっている。また、海保地上局の

補正情報を用いたDGPSは、　VHF　DIL地

上局の場合と比較して、水平面内の精度が

若干劣る。これは、両者の基線長の違い

（VHF　D／：L地上局は20km以内、海保地上

局は100km程度）に起因するものと考えら

れる。ただし、ここに示した結果は、4回

の飛行における13ケースの試験結果で総

データ量は1時間分程度であり、統計的に

必ずしも十分なサンプル量ではないことに

注意する必要がある。

表1平均測位精度

水平面内 鉛直面内

単独GPS
iSAなし）

3．8／4．7m 20．1／22．6m

　DGPS
iVHF　DIL） 0．2／0．4m 0．6／0．9m

　DGPS
i海保地上局） 0．9／1．Om 0．5／0．8m

b）周辺構造物による受信障害

　図6はバンク角15度一定で旋回飛行を行

った時の2つのGPS衛星の捕捉状況を示し

たものである。仰角が高い衛星No．5は、旋

回中も安定してCIAコード、搬送波位相と

もに捕捉できており、メインロータ・ブレ

ード（本機の場合複合材製）はCIAコード、

搬送波位相ともに受信には影響を及ぼさな

いことが判る。一方、仰角が低い衛星No．21

については、メインロータ・ヘッドの陰に

入った後に捕捉不能となり、CIAコードは

数秒後に信号出力が回復しているが、搬送

波位相の出力の回復には10秒程度を要し

ている。このような状況下ではアンビギュ

イティが正確に推定できず、KGPS解の精

度が数m程度まで劣化する可能性がある。

c）高PDOP時の測位精度

　衛星の配置状況を示す指標であるPDOP

は、受信地点の緯度や時間帯によって変化

するが、機体搭載のGPSアンテナの場合に

は、機体の姿勢変化（特に旋回中のバンク）

の影響によっても変化する。図7はバンク

角抵30度で旋回中の機上アンテナから見

たPDOPの時間履歴を示しているが、

PDOPが瞬間値で40近くに達している。

　　　　　　　　　左舷

衛星No．21

メインロ『タ冒　　　衛星No．5
ヘッド頂点

後方
90　　　60　　30　　0

　　　アンテナから
　　　見た仰角［度］

一C／Aコード，搬送波共に受信
一一一一 bIAコードのみ受信

q星捕捉不可

　　　　　　　右舷
図6　旋回中のGPS信号受信状況

鯨

（RMS／95％確率値）
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図の上2つのグラフは、DGPS解の精度変

動を、GPSの測位精度の劣化の影響を受け

にくいDGPSIINSの複合解を基準として評

価したものである。PDOPが40近くに達

した時点では、水平面内、鉛直面内ともに

5m近い差が生じており、DGPSの測位精
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図7　高PDOP時における測位精度変動
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　　　固定翼機（MuPAL一α）の場合
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度が劣化していることを示している。当機

構で研究を進めているヘリコプタの曲線進

入等では、進入経路の最終段階で機体の姿

勢変化が生じるため、このような測位精度

の劣化が問題となる可能性も考えられる。

d）マルチパスの影響

　ヘリコプタは胴体の上にメインロータや

エンジン等の構造物が位置しているため

GPS衛星からの電波がマルチパスを生じや

すい。ここでは搬送波位相を基準とする手

法によりシュードレンジに対するマルチパ

スの影響を評価する。

　図8は機体が旋回している間のシュード

レンジと搬送波位相の差分を、初期値をゼ

ロとしてそこからの変動分を計算した結果

である。マルチパスの影響が少ない固定翼

機（当機構…の実験用航空機MuPAL一α）の

例と比較されている。両機ともに地上局に

はない周期的な変動が機上の受信機で現れ

ており、またその変動の周期が機首方位の

変化に一致していることから、GPSアンチ

　　　　ヘリコプタ（MuPAL一ε）の場合
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ナ周辺の構造物によるマルチパスの影響と

結論付けられる。変動の振幅はヘリコプタ

の方が大きく、また衛星の仰角が低い方が

大きくなっており、特に仰角27度の衛星

No．17については変動の振幅が1～1．5mに

達している。

e）補正信号が途切れた場合の精度変化

　機体の姿勢変化等の影響によって地上局

からの補正情報の受信が一時的に途切れる

可能性がある。図9はVH：FD／L地上局の

補正情報を用いたDGPSモードでの飛行中

に、補正情報を送信するデータリンクの電

源を意図的に切断し、その前後での測位精

度の変化を調べた結果である。切断後1分

間は古い補正情報を使ってDGPS解が生成

されているが、測位精度の変化は1分問で

数十cm程度と通常のDGPS解と同等で、

急激な変化は見られなかった。ただし、電

離層の活動が活発な時期等には、特異的に

単独GPS測位の誤差量が短時間に大きく

変化することがあり、このような場合は、

補正情報の更新レートが測位精度に影響す

る可能性がある。

f）海保地上局の受信可能空域

　海保地上局は船舶用に整備されたもので

あり、航空機で利用した実績は少ないため、

飛行中の受信の安定性について評価を行っ

た。海保地上局を用いた26回の試験飛行に

ついて飛行軌跡と受信状況を図10に示す。

沿岸部で実施した飛行については、常に安

定して受信することができた。この問の飛

行高度は平均的には1000m以下、最大で約

3000mであった。一方、内陸部で実施した

計5回の飛行では、ほとんど受信できなか

った。電波の受信状況は場所だけではなく

飛行高度や大気条件等によっても左右され

るため受信限界を明確にすることは困難で

あるが、内陸10km程度までならほぼ問題

なく受信可能と思われる。

4．その他の飛行試験の紹介

　実験用ヘリコプタMuPA：L一εを用いて実

施された飛行試験のうち、特に電波航法に

関連の深いものをいくつか紹介する。

4．1　メガフロートILS誤差評価

　平成12年に横須賀沖に設置されたメガ

フロート空港（図11）において、計器着陸

システム（1：LS）の精度評価を行った。メガ

フロートは海上に浮く構造のため、波浪や

潮の干満の影響による動揺が懸念されるほ

か、全体が鋼鉄製のため1：LSの電波に電磁

的な影響を与えることが指摘された。特に
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横須賀沖メガフロートは試験的に建造され

たものであり、面積が狭いため1：LSのアン

テナから放射された電波が浮体構造のエッ

ジ部分等によって回折、反射し、基準経路

信号の誤差の要因となる。

　皿，Sの精度検証は一般に固定翼機による

進入飛行や水平飛行で行われるが、今回の

試験ではヘリコプタによる垂直上昇や左右

横進を行う（図12）ことにより、1：LSの誤

差の空間分布を直接計測することが可能と

なった。得られた飛行試験結果は電子航法

研究所によって実施された理論計算結果と

比較検討された（図13、文献3）。

　　　　管制塔　　　「ドルフイジ『r

図11メガフロート上のILSアンテナ設置状況

ILS　Sweep

lLS　Sweep

at　1，000代altitude

Devia麺on　range

GS　±1dot（120　ft）

図12　1LS精度検証飛行試験の方法

4．2　その他

　JAXAでは航空機の次世代運航システム

に関する研究を進めており、特に小型飛行

機やヘリコプタを安全かつ効率的に運航す

るための分散自律型飛行管理システムの実

現を目指して、トンネル型経路表示システ

ム（図14、文献4）の飛行試験：等を実施し

ている。
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GPSによる測量船の高精度な高さ測定

海上保安庁海洋情報部　矢吹哲一朗

1．はじめに

　海域でのGPS（Global　Positioning

System）測位では、補助システムやデータ

解析手法を用いることにより、1秒～0．1

秒程度の時間間隔で、水平方向で5－10cm、

上下方向で10－30cmの高精度測位を実現

することができる。これにより、測量船等

の海上移動体のダイナミックな動きを明ら

かにし、海域調査データの処理を行うこと

が可能となる。ここでは、特に高さ方向の

高精度の測位の実態を、主に海上保安庁海

洋情報部の測量船で得た実験結果で紹介す

る。

　通常の単独測位では、高さ成分は20m程

度の誤差、また、海上保安庁が運用するデ

ィファレンシャルGPS（DGPS）による測位

では、1～2m程度の誤差を持つ（Selective

Availabilityが解除されている時）。1mよ

りよい精度を実現するためには、キネマテ

ィックGPS（KGPS）と呼ばれる手法を用

いる。搬送波位相の測定に基づく高分解能

の距離測定データを、衛星軌道誤差や電波

伝搬経路での誤差要因を取り除きながら解

析するものである。なお、海域測量データ

の解析処理では必ずしもリアルタイムの測

位は必須ではなく、データを収録し後処理

で高精度測位結果を得てもよい点が、通常

の航海での利用とは異なるところである。

　最近の：KGPS測位手法の発展はめざま

しく、いくつかの手法が開発されているが、

それらは、主に2つに分類できる。一つは、

陸上基準点をもうけてその近傍で高精度を

出す方法で、もう一つは、全世界で同じよ

うな高い精度を出すグローバルな手法であ

る。前者は、基準点と測位移動点（船等）

のデータを比較し差をとることにより共通

の誤差原因をキャンセルする（以下では、

干渉測位方式と呼ぶことにする）。一方、後

者も、搬送波位相による高分解能データを

利用するが、世界的な固定GPS観測点網

で衛星を追跡監視しそのデータを用いて

様々な誤差要因をモデル化し、各移動点の

実際の誤差をモデルから推定し補正する。

後者では、全世界どこでも、ほぼ同じよう

な精度（高さで10～30cm）で測位が可能

と言われている［1］。

　本稿では、海上保安庁海洋情報部の実験：

データから、主に、前者の基準点方式の結

果を実例として紹介する。

2．高精度測位の必要性

　測位の実例の前に、海域測量の立場から、

特に測量船の高さ成分の高精度測位が必要

な理由のうち、主立ったもを以下に示す。

（1）水深は、海面から海底までの深さである

　が、海面が、潮汐潮位変動等の理由で上

　下変動し一定でないことから、同じ場所

　でも水深値は測定した時刻に依存して

　しまう。このため、実際の海面から海底

　までの水深を、水深の基準面（航海用海

　図の場合は最低水面）からの水深に変換

　することが必要である。測量船の測深時

　の高さを高精度（10cm程度）で測定で

　きれば、この作業が効率的にできる。
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（2）地震や津波の被害の多い日本では、海域

　の海底地殻変動観測は重要なテーマで

　ある。このために、GPS測位と海中音響

　測距を用いた方式が採用されているが、

　高精度の測量船測位は重要な測定項目

　の一つである。水平方向の地殻変動の観

　測では、高さ方向は必ずしも高精度が必

　要ではないが、10cm以下に誤差を抑え

　ることができれば、地殻変動観測の信頼

　性向上に大きく役立つと見られている。

（3）海面の高さを大規模に左右する要因の

　一つに、海洋ダイナミックスがある。黒

　三等の強い海流域の周辺では、平均海面

　が、重力的水平面（これをジオイドと呼

　ぶ）から最大で1rn程度の大きさずれて

　いる。このずれを力学的海面高（ダイナ

　ミックハイト）という。広範囲にわたる

　ダイナミックハイトの把握は、地球規摸

　の環境変動とも結びついている。今後、

　海域の船を1mより良い精度で高さ測定

　することにより、これまでにわからなか

　つた、力学的弓面高の詳細な実体があき

　らかになると期待されている。

3．実例　短距離基線での性能

　最初に、基本的な情報として、どの程度

まで正しく高さが決められるかを紹介する。

図1は、2002年3．月に、和歌山県下里で

陸上の50mほど離れた2カ所に測量用

GPS受信機（Trimble　4000SSEISSi）を設

置し、毎10秒で24時間にわたり搬送波位

相を含むGPSデータを記録して、：KGPS

解析の手法で測位を行った結果である。こ

こでは、L1と：L2の2っの周波数で求めた

：Lcと呼ばれる衛星受信機アンテナ問距離

から電離層影響をのぞいたデータ（距離）

を用いた。電離層の影響は基線長が短けれ

ば無視できるので、通常、このように短い

基線解析では玩は使われないが、ここで

は、実体を示す例として紹介する。

　図のように、50mと短い基線でも、高さ

で、最大較差で10cm程度の上下誤差が出

る。これはし1／：L2の距離からLcへの変換、

および各衛星までの距離から観測点の3次

元位置への変換の2つの過程で、もともと

個々の：L1／：L2の測距誤差が持っていた1cm

程度の測定誤差が拡大されていったもので

ある。Lcを使わず、：L1（あるいはm）で

測定した距離を用いた干渉KGPS方式で

は、ばらつきはずっと小さくなる。また、

後者の拡大係数は、VDOP（Vertical

Dilution　of　Precision）と呼ばれ、3～5の

数値をとることが多い。これら測位誤差の

おおもとのGPS測定誤差は、ノイズやマ

ルチパス等を減らすことで小さくできる。

98．65

98．6a

＾　，8．55

量兜．聞

1。．特

98．49

98．35
　27gga臼　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　36臼oga

　　　　　　　　　T≧mo　（3eo＞

図1：固定50m基線での24時間データの

　KGPS解析結果。二周波数データを用い

　て電離層遅延補正をしたし。位相データ

　を使用

4．実例仮想基準点方式

　仮想基準点（VRS：Virtual　Reference
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Station）方式は、日本全国に展開されてい

る国土地理院電子基準点を用いて、その

GPS測定値と移動点のデータと干渉処理

により、高精度測位を行うもので、携帯電

話によるデジタルデータ情報通信を用いた

りアルタイム測位が可能である［2］。

　2002年8，月に、仙台湾で海上保安庁の

測量船「天洋」の搭載艇の位置を、VRS方

式で3時間にわたりリアルタイム測位する

実験を行った［3］。船の航跡は図2のように

数百メートル四方の狭い領域を格子状に走

るものである。このとき求められた高さ成

分について、DGPS測位結果、後処理KGPS

測位結果とVRS測位結果を比較して図3

に示す。後処理KGPSの結果は、　GPSデ

ータをパソコンに収録し、解析ソフトウェ

アで求めたものであり、用いるGPS衛星

の組み合わせ等が最適化されているので、

リアルタイムの結果と多少のずれがある。

ここに見られる長期的な変動は、潮汐によ

る海面高変動を示している。

　なお、ここで示す高さは、船体の揺れ（傾

き）と上下方向の短周期の動揺を、別に測

定した動揺測定システムの結果で補正し、

さらに、アンテナの船体への取り付け位置

を考慮して、（波浪をのぞいた）海面の高さ

に補正した。
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図3：仙台湾でのおよそ3時間にわたる測

　量艇の高さの時間変化。上から、VRS方

　式リアルタイムキネマティック測位、後

　処理キネマティックGPS測位、　DGPS

　測位のそれぞれの時間変化。なお、測量

　艇の動揺センサで短周期の動揺を取り

　除いてある。

5．実例長距離キネマティックGPS測位

　陸から離れた洋上の広域を測量船が走る

場合、潮汐に加えてジオイド（平均海面）

の傾きが問題となる［4］。また測量船の航走

により喫水が変化し、海面からGPSアン

テナまでの高さが影響を受けていることが

明らかとなっている［5］。

　2001年7．月に東北三陸沖、岸から100km

ほど離れた太平洋で、海上保安庁の測量船

「海洋」（およそ600トン）で得たGPS測
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位データの後処理KGPS測位結果である。

　このとき、測量船は5km四方程度の比

較的狭い領域の中をいったりきたりした。

KGPS解析は、毎0．5秒に取得した位相デ

ータを陸上の2カ所の基準点データととも

に後処理で解析処理した［6］。ここで用いた

方法は、後処理長距離キネマティック解析

のために開発されたもので、先に述べた電

離層遅延を補正したLc位相データを用い、

基準点と移動点の問の大気遅延量の違いを

推定し補正するようになっている。

　三陸沖の海域では、GPSで用いられる

WGS84の準拠楕円体を基準とした場合、

重力の鉛直方向と準拠楕円体に対する垂直

線が一致せず、ジオイドが準拠楕円体に対

して傾いている。この結果、ジオイドとほ

ぼ一致する海面の高さを測ると傾いて見え

てしまう。この傾きが、日本海溝周辺では

大きく1kmあたり10cm程度にもなる。

　図4には、このことがよく現れている。

図4では、KGPSで求めた高さ、船体の波

浪に伴う動揺を取り去るために高さの2分

移動平均をとった結果に加え、船の水平位

置に対応するジオイドの準拠楕円体からの

高さのモデル［7］と潮汐変動モデル［8］をプ

ロットした。特にジオイドの高さ変動と、

の船の高さの移動平均に相関があることが

わかる。

　もしも、KGPSによる測位が正確で、ジ

オイドモデル、潮汐モデルも理想的に正し

いとし、しかも、ジオイド面と平均水面が

同じ高さであるならば、：KGPSの高さから、

ジオイドと潮汐潮位を差し引くと船体に取

り付けたGPSアンテナの海面からの高さ

が出るはずである。その結果を図5に紹介

する。一定の値になっていないのは、KGPS

測位の高さ誤差、平均海面のジオイドモデ

ルからのずれ、用いた潮汐モデルとジオイ

ドモデルの誤差に加え、船が運動するとき

の喫水の変化（航走すると船体が沈み喫水

が深くなる）が加わっていると考えられる。

　これらのうち、特にジオイドモデルの誤

差、及び、平均海面とジイオドの差、すな

わちダイナミックハイトについては、まだ、

詳しい実際が把握されておらず、今後の課

題である。実際、図5で、後半（右側）が

高くなっているのは、ジオイドモデルと平

均海面のずれの可能性があるが、これが力

学的海面高分布なのか、それとも、ジオイ

ドモデルの誤差なのかは、はっきりわかっ

ていない。
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図4　三陸沖の測量船「海洋」に取り付け

　たGPSアンテナの高さを後処理KGPS

　測位方式で決めた結果。0．5秒間隔の結

　果と、その2分問の移動平均を示す。ま

　た、同じ縦軸スケールで、船の緯度経度

　に対するジオイドの楕円体からの高さ

　のモデル［7］と、潮汐潮位モデル［8］を示す。

　ジオイド高の変化は、測量船の動きに伴

　うものである。
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図5：GPSアンテナの高さの2分平均から、

　ジオイド高と潮汐潮位変動を差し引い

　た結果で、理想的には、アンテナの海面

　からの高さを示す。また、この時の測量

　船の移動速度も示す。移動は、途中に数

　分間の航走を何回か挟みながら漂流を

　繰り返したものである。移動時に、GPS

　アンテナが低くなっているのは、海上に

　浮かぶ船の喫水変化の特徴を示す。

　・・』波データから推定し補正することができな

　　い。基準点と移動点の間が近ければ、干渉

　15．、測位でキャンセルできるが、10kmを超え

　　るような基線では、厳密には消すことがで

　1，．、鋒ない。このため長距離キネマティック

　　穀PSでは何らかの方法で推定し補正する

　　［6］。ここでは、大気遅延量が、衛星の高さ
　5．曾

　　　（仰角）に大きく依存すること、また、時

　　間的な変化はゆっくりであること、この2
　ピコビ

5蹄 ﾂの特徴を利用して、統計的な最適地を推

6．終わりに

　高さ10cmというのは、今のところ、特

に、基準点から10km以上離れた場所では、

精度としてはかなり高い目標である。先に

述べたように、グローバルなKGPSシステ

ムができているが、高さ精度は、10cm程

度が期待されるもっとも良い値である。干

渉方式の場合、長距離のキネマティック

GPS測位では、高さを悪くする要因は、少

なくとも2つある。一つは、マルチパス等

の位相データ測定時のノイズの問題で、数

ミリメートルの誤差であっても、最終的に

は10倍近くまで拡大されて、高さの測位

誤差になる。

　もう一つは、大気遅延量の問題である。

大気遅延は、電離層のそれのように、2周

定している。この推定が、先のマルチパス

誤差などと干渉して、間違った結果を示す

と、特にKGPS高さに大きな誤差が生じ、

ここでは詳しくは述べないが、最大で

30cm程度の誤差は生じることもある。

　このように、測量の立場から、常に10cm

かそれよりよい測位精度を実現するために

は、受信機の測定誤差を減らすとともに、

より的確な大気遅延補正の方法を追求する

ことが大きな課題である。
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AIS　CIass　Bの動向

矢内　崇雅・

Movement　of　Standarization　for　AIS　CIass　B

Takamasa　YAUCHI

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Abstract

　After　having　published　the　IEC61993－2　AIS　class－A　intemational　standard　at　December　2001，

IEC　and　IALA　has　started　the　development　of　intemational　standards　AIS　equipment　fbr

Non－SOLAS　convention　ship．　So　this　materials　is　described　the　now　situation　of　development　fbr

Non－class　A　ship－borne　AIS　by　lEC　TC80　and　the　contribution　by　IALA．

1．はじめに

　2001年12，月にSOLAS対象船舶に対応

するAIS　クラスAに関する国際規格であ

るIEC61993－2Ed．1が制定されたこと

を受けて、ITU－R　M．1371－1にも規定

されているNon－SOLAS船舶向けのAIS

クラスBに関する国際規格の策定作業が本

格的に開始された。

　AISの目的は陸上のVTS運用者と同様に

船舶操船に対しても同様な情報提供が行え

ることであり、

　　（1）船舶の識別

　　（2）新たな、より正確な状況把握

　　（3）不鮮明なレーダターゲットの減少

　　（4）　デジタルデータ交換の利用

を実現することが出来ることである。

　本説明では各国際機関にて議論が行われ

ている現状、その論点と課題及び今後の方

向性等について記述をする。

＊　沖コンサルティングソユーションズ（株）

（〒108－OO23　東京都港区芝浦4－11－15）

2．国際機関の役割と進捗

　AISにおける規格制定に関して、主な係わ

り合いを持っている国際機関として、IMO、

ITU－R、　IEC及びIALAが考えられる。これ

らの機関におけるAISクラスBに対する役

割について記述をする。

2．1　1MO関係

　AISクラスAに関するPerformance　Stan

dardsはMSC74（69）Annex3にて規定され

　ている。クラスBに関しても、クラスAと

　の相互運用性の確保を図る必要があるが、I

　MOとして特に搭載要件の義務化を規定し

　ていないことから、クラスAにおけるVDL

　（VHF　Digital　Link）の確保を優先させる

必要から、Nav49会議にて、

　　（1）クラスBはITU－RM．1371－1の

　　　　当該要求を満足すること

　　（2）クラスBは当局の承認を受けること

　　（3）当局は運用海域でのAISの無線周波

　　　　数の完全性を確保すること

　の条件を採択し、VDLにおけるAISクラスB

一30一 JACRAN，　No．45（2004）



の運用への一定の歯止めとAISクラスAと

の相互運用性の確保を担保することになっ

た。この条件は2002年12，月に開催された

MSC76会議にて承認がなされた。これによ

り、規格化作業を推進しているIEC、　IALA

及びITU－Rにおける機能・性能要件に対し

てAISクラスAに対するVDL保護のため、ク

ラスBの機能・性能要件に少なからず影響

与えることになった。

2．21TU－R関連
　ITUはAISの公海上における運用周波数に

　関して、WRC97にて海事用周波数帯域か

　ら

　　　AIS1：161．975MHz

　　　AIS2：162．025MHz

　を設定した。

　本周波数はAISクラスBにおいても運用の

　基本周波数として適用される。

　1TU－R　M．1371－1において、AISクラ

　スBとして専用に規定されている機能・性能

　要件は

（1）　動的データの通報率

（2）　動的データのメッセージ番号

　　＊メッセージ18：標準的な位置通

　　　　　　　　　　　報メッセージ

　　＊メッセージ19：拡張用位置通報

　　　　　　　　　　　メッセージ

AISクラスBにおいて、　DSCポーリング機

能の装備及びDSCによるChannel　Manag

ement機能について、検討段階にあること

だが、DSCポーリングにおける呼び出し指

定である、All　Ship　Callテレグラムにおけ

る運用は既存のDSC装置にてエラーメッセ

ージを出力する等の影響があるとの目本か

らの提案があり、関連するITU－R　Docum

entの改訂とVTS等の陸上局でのAIS運用

ではこのAll　Ship　Callテレグラムを使用

しない方向で調整が進んでいる。

2．31EC関連
　　AISに関連するIEC　TC80（電子式航法装

置）におけるWG（Working　Group）は以下

　の通りである。

　（1）WG8A（船舶自動識別装置）：AISク

　　　　ラスA、クラスBのInternational　St

　　andardsを作成

　　　クラスA：IEC61993－2（SOLAS

　　　　　　　　Convention　ship）

　　　クラスB：IEC62287（Non－SOL

　　　　　　　　AS　Convention　ship）

（2）WG6（デジタルインタフェース）：A

　　IS装置とそれに接続される外部装置

　　とのインタフェース条件、通信文を定

　　義

　　IEC／PAS61162－100として開発

　　中

（3）WG13（航法情報表示）：AIS等航法

　　装置における統一した表示が必要と

　　の認識から、現在使用されている航法

　　用情報表示の全体的な見直しと共通

　　化を推進

　　IEC62288（Presentation　of　navig

　　ation　related　information）

（4）WG1（レーダ／ARPA）：SOLAS船

　　舶搭載用レーダ装置へのAIS情報表

　　示として、WG13での結論が出るま

　　では暫定的にIMO　SNCir217の表示

　　を採用

　　IEC60936－5（Guidelines　for　AI

　　Sinformation　on　Radar）

（5）WG2a（小型レーダ装置）：Non－S
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OLAS船舶搭載用レーダ装置のIEC規格

を策定中

2．41A］へ関連

　　AIS　Committeeには大きく分けて技術

　系：Technical　Subworking　Groupと運用

　系：Operational　Subworking　Groupにて、

　各種のIALA　AIS　Recommendation、Gui

　delineを作成している。現在における各種

　資料は以下の通りである。

　　　（1）AIS　Committee担当

　　　　　IALA　AIS　Guideline　Ed1．1

　　　（2）Technical　WG

　　　　　Technical　clarification　on　Reco

　　　　　mmendation　ITU－R　M．1371－

　　　　　1　Ed．1．3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表

　　IALA　Recommendation　on　AIS

　　shore　station　and　network　asp

　　ects　related　to　the　AIS　service

　　sVer．1．0

（3）Operational　WG

　　Binary　Messageの運用基準とその

　　分類

3AISのカテゴリーとクラスBの要
　　件

　　IALA　Guidelineにて分類されているAIS

　のカテゴリーは以下の表1の通りである。

1

種類 用途 備考

Cl．　A SOLAS船舶搭載、　Delivetives（T／A）なし IEC61993－2

CI．　B Non－SOLAS船舶搭載（Industry　Standard） IEC62287

SAR 航空機搭載 今後の検討

AtoN AIS　for　Aids　to　Navigation（AtoN，　Synthetic　AtoN、

uirtualAtoN）

2003．9まで

ﾉ仕様確定

Base　st． Shore　st．／Base　st．（Base　st．／Limited　Base　st） Ed．1．1に向け

?ﾆ中

Repeater SimplexとDuplexの機能・性能を規定 同上

注）船舶搭載のAISの機能・性能及びテスト要件はIECにて規定。

　ommendationにて規定される方向である。

他のカテゴリーはIALA　Rec
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AISクラスBとしての要件として、先に記述

した項目の通報率は以下の表2の通りである。

　　　　　　　　　表　2

船舶のスピード 　　通報間隔

iクラスAの仕様）

＜2Knots 3min．

i＜3Knotsで3min．）

2－14Knots 30sec　（10sec）

14－23Knots 15sec　（6sec）

＞23Knots 5sec　（2sec）

注）AISクラスAでは船舶の回頭率により

通報間隔が規定されているが、AISクラス

Bではこの仕様は考慮されていない。

4AISクラスBにおけるこれまでの
経緯

　　IEC及びIALAにおける規格化作業におけ

　る推進状況を記載する。

4．11EC関係
　　これまでに開催された会議日程とその会

　議状況として、

　　・2000年9月のTC80　WG8Aオタワ会

　　議にて、Non－SOLAS船舶を対象とし

　　　たAIS規格の策定に向けたNew　work

　　item　Proposa1をIEC中央事務局に提

　　案ずる原文として、

　　　「Class　B　shipborne　insta日ation

　　　of　the　universal　automatic　identi

　　　fication　system（AIS）using　VHF

　　　TDMA　technics」

　　　なる内容の入力文書を作成。

　　・2001年6月　IEC80／304／RNVな
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　る投票結果のレポートにて新たな規格

　作りの作業が承認されたことを受けて、

　IEC62287（lndustry　Standards）と

　してスタートすることになった。

　　以下、会議状況は

（1）第1回会議：2001年9，月Canada　N

　　ew　fundland・・米国での同時多発

　　テロにより次回の開催期日及び開催

　　場所等を確認したのみで、実質的な

　　討議成果なし

（2）第2回会議：2002年2月南アフリカ

　　Cape－town・・クラスBの基本要

　　件の確認

（3）第3回会議：2002年5，月米国San　D

　　iego・・コストダウンの方針、　DSC

　　の適用問題、Channel　Loading問題

　　等を中心に議論

（4）第4回会議：2002年10月スエーデ

　　ンStockholm・・受信機機能のコス

　　　トダウン、msg23の用途及び通報率

　　の変更アルゴリズムを中心に議論

（5）第5回会議：2003年1月：英国Lon

　　don・・CDVに向けたCD案の整合が

　　取れず、Frequency　Agility、コスト

　　ダウン、Channel　Loadingに関する

　　IALA　TWGからの入力文書の検討

　　を実施

・　Non－SOLAS対象船舶の定義

　1EC62287における謳い文句は、

　「The　application　may　be　separat

　　efor　the　SOLAS　300GTdown

　　to　150GT、　the　fishing　vessel　u

　　nder　the　Torremolinos　Protocal

　　and　the　SOLAS－exempt－work



　boats　and　Letsure　boats」

として、Industy　Standardsを策定す

るとして始められたが、第5回のLondo

n会議iでのIEC62287ドラフトのScop

eでは、

‘‘

shis　international　standardsonAI

　Sclass　Bfocuses　on　the　use

　of　a　Class　B　devices　on　Plea

　sure　craft”

なる記述が追加され、これまでのCom

merciaI　Cra仕及びWork　Boatの意識

からPleasure　craftに焦点を当てた方

向性になりつつある。

4．21ALA関係

　　AIS　CommitteeはAIS　Technical　W

　　Gに対して2002年9月のAIS11会議に

　　てAIS　クラスBの進捗状況を十分に監

　　視することを求めている。このTechnical

　　WGではIECからの検討依頼事項として、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表 3

（1）運用されているスロット占有率から

　　クラスBが自動的にそのレポーティン

　　グレートを調整するアルゴリズムの論

　　理的根拠の策定

（2）IEC　London会議iからのLiaison　St

　　atesmentとして記載された9項目に対

　　する回答内容の主な項目は表3にまと

　　められており、2003年3．月に開催され

　　るAIS　CommitteeであるAIS12会議

　　への入力文書を作成することになって

　　いる。

　さらに、1ALAとしては現在作成している

（1）Clarification　on　Recommendatio

　　nITU－RM．1371－1
（2）IALA　AIS　Guideline

に対して、AIS　クラスBに関する記述の盛

り込みを推進するとしている。

項番 検討項目 方向性

1 運用周波数

@・周波数帯域：161．500～162、025MHz

@・12．5kHzセパレーション

この525kHz帯域での運用周波

狽�I定、12．5kHzセパ
戟[ションは不要

2 DSC運用 ・DSCポーリング機能は不要

EDSC　Channel　Manageme

獅萩@能はOption

3 最大通報率

Xロット占有率による通報率の変更

・5秒

E5秒→15秒、15秒→30秒、

@30秒→30秒

4 クラスBに対するGroup　Assignment 新たにmsg23を定義

5 クラスBのSemaphorel幾能 クラスBの場合はSemaphore

ｪ必要

6 Long　Transmission　Packets ・最大2Slots
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5　今後のスケジュールと議論の焦点

5．1今後のスケジュール

　　IEC　TC80　W8AにおけるAISクラスB

　Industry　StandardsのIS化に向けた当初

　のスケジュールは

　　　CDV　Circulate：2002年4月

　　　FDIS　Circulate：2002年12月

　　　IS発行：2003年6月

　として活動してきたが、現状の進捗状況を

　考慮すると、CDV　Circulateは遅くとも20

　03年6月末が順当の線と考えられ、IEC中央

　事務局としては2003年中のIS化を目指し

　たいと考えている模様である。

5．2　論議の焦点

　　現在IEC及びIALAにて議論がなされてい

　る項目は

（1）Frequency　Agilityを161．500MHz

　　～162．025MHzの525kHzとする

（2）Channel　Loadingによる通報率の可変

　　機能

（3）市場要求に答え得るコスト削減

　　であり、実現には相当な議論、調整及び

　　シミュレーションが必要である。

の利用とその表示に対するGuideline

・IEC61162規格とのセンテンスにおけ

る整合性

＝ALA：

・AtoN　AISへのChannel　Loadingと通

報率の考え方の適用

・IECからのLiaison　Statesmentに対す

る技術的検討

・Long　Rangeに関するGuidelineの修正

r「U－R：

・IEC、　IALAから提案されている機能向上

項目、msg23等を考慮した1TU－R　M．

　1371－1の改訂

AISクラスBについてはさらに注目してい

く必要がある。

6終りにあたって
　　これまでの議論を踏まえて、国際機関のI

　EC、　IALA及びITU－Rにおいて、　A　I　Sク

　ラスBの国際規格の策定に関して、今後検

　討・解決を目指して推進すべき課題等は以

　下が考えられる。

　　IEC：

　　・AISクラスAに対する改訂作業

　　・WG　13にて進められている航法用情報

　　表示の統一規格

　　・船舶搭載用レーダ装置でのAIS情報
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伊勢湾海上交通センター運用開始

武田　健司＊

Start　on　operation　of　Ise－wan　VTS　Centre

Ker噸i　TAKEDA

1．はじめに

　平成15年7月1日、わが国6番目の「マ
ーチス」が誕生しました。海上交通安全法に

定められた航路で唯一海上交通センターが設

置されていなかった伊良湖水道航路を中心と

した海域を業務の対象とし、名古屋港や四日

市港などにアプローチする伊勢湾の入口に位

置します。

　伊良筆水道航路は、中部経済圏の表玄関と

なっており多くの船舶が航行し、好漁場であ

るために漁船やプレジャーボートが集まる海

域です。航路の全長は短いものの航路幅が1，

200mと狭く、巨大船との行き会いが危険
なために一方通航となっており、巨大中等の

通航時には全長130m以上の船舶は航路外

待機を余儀なくされています。これらの船舶

が効率良く、かっ安全に航行できるように、

“いせわんマーチス”では高分解能レーダー、

テレビカメラ、航路通報などにより得られた

データをもとに、航路管制と情報提供を行っ

ています。伊勢湾海上交通センターの設置場

所を図1に示します。

’』

A1 ?¥饗

図1　設置場所と全景

2．業務概要とサービスエリア

　海上交通センターがレーダー、テレビカメ

ラ、気象観測機器などのセンサーや各所から

収集したデータをもとに、童顔位置・他船の

動静、航行制限・海難情報、管制信号の現状

と予告、巨大船等の入航予定、気象情報、操

業漁船群の状況などの情報をいろいろな方法

で提供し、また航路内で巨大船等と全長130

rn以上の船舶が行き会わないように、巨大船

等及び全長130m以上または総トン数10，000

トン以上の船舶からの航路通報により管制計

画を立てて、この計画をもとにレーダー等を

用いて船舶の動静をリアルに把握して航行管

制を行っています。

　これらの情報は、中短波放送（日本
語：1，665kHz　H3E英語：2，019kHz　H3E）、

FAX（0531－34－2888）、インターネット
（http：〃wwwisewan．kaiho．mlit．gojp）（iモード、

EZ　w　eb、　j－skyサービスあり）、テレホンサー

ビス（気象：0531－34－2333　気象以

外：0531－34－2666）、VHF無線電話
（ch16，13／14，22）、一般加入電話
（0531－34－2445，2446）、電光表示板（管制信号・

情報信号）で提供しており、その概要を図2

に示します。

　また、船舶の類別ごとの通報の区分を図3

に、レーダー、電光表示（管制・情報）によ

るサービスエリアを図4に示します。

　　＊　海上保安庁交通部整備課信号施設室（〒100－8918

－36」代田区霞が関圃Ke喉ぎ鰍齋畿§α1旦。。4）
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レータ』嘘πv図囲団■囲

気象観測1囲亜匿亟蓋囲図

　のい　　
罐棚㎜一

図2　業務概要 図3　航路通報対象船舶

図4　サービスエリア図

3．情報提供と航行管制

3．1電光表示による提供

　情報を船舶等に伝える方法はたくさんあり、

海上交通センターが使っているだけでも中短

波の無線電話からインターネットまで数種類

のものを使用しています。これは情報を伝え

たい相手の場所や設備、伝える情報の量など

によりその方法が違ってくるためです。たく

さんの手段がある中で、巨大船等の1時問以

内の航行予定を提供する情報信号と航路内で

巨大船難と全長130m以上の船舶が行き会わ

ないようにするための130m以上200m未満の

船舶に対する管制信号を電光表示板で提供し

ています。それぞれの電光表示に対する信号

の意味は図5に示すとおりです。

　この電光表示による提供方法は、提供でき

電波航法No．45（2004） 一37一

　る情報量が少なくまた気象条件の影響を受

けるという欠点がありますが、たくさんある

提供方法のなかで唯一情報を受ける側に機器

や設備が不要であり、航海者の目で直接とら

えられるので見張り中に少し視線を変えるだ

けで情報が得られる特徴があります。
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図5電光表示に対する信号の意味 図6　電光表示の半自動化

3．2電光表示の半自動化

　表示される情報信号の矢印、管制信号の”

S”，”N”の文字の点滅周期と組合せの種類は

図5に示すとおりですが、これらの信号の開

始及び終了タイミングと組合せ信号となる場

合の反航船の判定は、レーダーにより得られ

た船舶の動静から自動的に生成し、信号を発

信しています。

　管制信号を例にあげると、管制信号の対象

となる船舶PO1丸が伊下組水道航路を南から

北へ通過しようと航行している場合、南側の

通過判定ラインをPO1が横切ると信号発信処

理の準備に入る。次に南側の信号切換Aライ

ンを通過したときに”N”の信号を開始するが、

このときに北側の通過判定ラインを通過する

船舶の有無と管制信号の対象となる船舶がど

うかの反航船判定を行い、信号が”N”のみの

発信で良いか、”N”から”NS”の信号に切替

えるかを判断する。その後PO1は北航を続け

航路に難航し航路出口である北側の信号切替

Bラインを通過したとき”N”信号を終了させ

るが、反航船判定で”NS”の信号に切替える

と判断されている場合は、信号を終了させず

に”S”信号を発信する。

　これらの動作を図解したものが図6です。

3．3船舶運航の効率化

　伊良湖水道航路を巨大船が航行する場合、

この船に行き会いとなる130m以上の船舶
は航路外で待機しなければならない。これは

まさしく巨大船が航行する間、130m以上

の船舶にとって航路は一方通航となりその船

舶に待ち時間が生じることを意味しています。

　これらの船舶の交通を整理し待ち時間を最

小限にするように航路管制を行っていますが、

海上交通センターが設置される以前の旧伊良

湖信号所では、巨大船等からの航路通報をも

とにして管制計画を策定し、発光信号により

航行船舶に管制信号を発信していましたが、

船舶動静の把握を目視に頼っていたため通航

船の通過予定時刻変更に対してリアルタイム

での管制ができず、後続の巨大船の通航に影

響を及ぼし、また130rn以上の船舶は航路

に接近してから発光信号を見て航路外待機す

るしかありませんでした。

　海上交通センターの運用開始によって、レ

ーダーなどにより船舶の動静をリアルタイム

で把握できるようになり、また信号の半自動

化によって、通過予定時刻変更等に対して柔

軟に対応できるようになったので、巨大船等

以外の130m以上の船舶からも航路通報を

行ってもらい、すべての130m以上の船舶
を管制計画に組み込むことにより、航路外待

機となる船舶が発生しないようにしています。

　また、巨大船同士の行き会いにおける入航

間隔をこれまで45分としていましたが、こ

れを25分に短縮するとともに、リアルタイ

一38一ムで管制することによ A蟹詣謀露躯。。4）
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間隔は行き会いで15分、同航で5分までの

対応が可能となり、船舶航行の運航の効率化

が図れることを期待するところです。

図7　船舶運航の効率化

4．まとめ

伊良湖水道航路をカバーする海上交通セン

ターが設置されたことで、巨大船からプレジ

ャーボートまですべての船舶交通の安全を確

保し、通航船舶の運航の効率化を図るという

相反するものを両立させることを目標として

います。目標を達成するためには海上交通セ

ンターの努力はもちろんのことですが、船舶

の協力がなければなし得ません。巨大船等を

除く130rn以上の船舶の航路通報、3，00

0トン以上の船舶の3時間前通報、1，000

トン以上の船舶の位置通報などを確実に行う

ようにしていただきたい。また、図4に示す

位置通報ラインに達した船舶は“いせわんマ

ーチス”に位置通報を行い、レーダーサービ

スエリア内を航行中はVHF無線電話ch1
6を必ず聴取してください。

　海上交通センターは陸上から24時間絶え

間無く海上を見つめています。お互いの努力

で安全で美しい海を守りましょう。
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海底プレート境界における地殻変動観測

海上保安庁海洋情報部航法測地室藤田雅之

　　　　　　　　　　　　　Masayuki：FUJITA

1．はじめに

　日本周辺は、頻繁に大きな地震に見舞わ

れる。これはなぜであろうか。現在もはや定

説となっているプレートテクトニクス理論によ

ると、地球表面は複数の板（プレート）に覆わ

れ、個々のプレートは水平方向に年間数cm

程度相対的に移動しながら、その境界で互い

に干渉し合っている。日本は、複数のプレート

が複雑に配置する境界付近に位置している

ため、それらのプレート間の相互作用により

地殻に歪みが生じ、地震が多発するというわ

けである。

　日本列島の太平洋側の海底では、塾側の

プレートが陸側のプレートの下に斜めにもぐり

こむという現象が起きている。その際、陸鳥の

プレートが海底のプレートに、その一部あるい

は全部が固着したまま引きずられ、歪みの限

界で元へと戻ろうとして爆発的な滑りが起き

る。これが我が国における大地震の主要なメ

カニズムの一つであり、歴史上周期的に繰り

返している南海・東南海地震や、現在いつ起

きてもおかしくないとされている東海地震もこ

の例である。

　図1はこれらを含む大地震の震源域を示し

ているが、多くの大地震の震源域が、プレート

沈み込み帯である日本海溝や南海トラフ沿い

の海底に広がっていることがわかる。

　こういつた地震を含め、その予知や防災、

現象の物理的理解を目的として、これまで

様々な観測が行われてきた。その柱の一つと

言えるのが、日常の地面の動きを監視する

「地殻変動観測」である。

継託礁き藩》

　　喧一

図1日本周辺の大地震の震源域（総理府地震

　　調査研究推進本部地震調査委員会編「日

　　本の地震活動一被害地震から見た地域別

　　の特徴一追補版（1999年3月）」に加筆）

　陸上で地殻変動を観測する技術は、かなり

熟しているといっても過言ではない。既に歴

史の長い伸縮計や傾斜計等を用いた局所的

な変動観測に加え、今では人工衛星を利用し

た広域変動観測が全盛の感がある。中でもカ

ーナビなどでもお馴染みのGPS衛星を利用し

た技術は、低コストで機動性に優れた高精度

観測を実現している。

　日本では国土地理院が、世界にも類を見

ない約1000点にも及ぶ陸上のGPS基準点網
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を全国展開しており、毎日の地面の動きが監

視されている。しかしここで一つ不満がある。

それは、大地震の震源域により近い海底に

観測点がないことである。

　図2は、プレート境界の固着状態から予測

される表面での水平方向の変位を、固着部

の異なる長さについて、最も簡単なモデルで

計算した例である。図のように、プレート境界

の固着部の場所や長さによって、変位量が有

意に異なることがわかる。さらにその違いは、

プレート境界近傍でより顕著である。すなわち

逆に言えば、プレート境界の固着状態を知る

ためには、プレート境界近傍の変位量に関す

る情報が大変重要であることがわかる。

　この観測の空白域を埋めるため、海上保

安庁海洋情報部では、東京大学生産技術研

究所との技術協力の下、海底地殻変動観測

の技術開発及び海底における観測点の展開

を行っている。本稿では、その手法、現状等

を紹介する。

2．観測システム

　我々の開発している海底地殻変動観測シ

ステムの概略を図3に示す。このように、海底

に複数の基準局を設置し、その動きをセンチ

メートルレベルで捉えることを目標としてい

る。
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図2簡単なモデルによる理論変位（Argus　and

　　Lyzenga（1993）の図を一部改変）

図3観測システム

　実際の測定量は、海底基準点と陸上基準

点間の精密な位置関係である。このため、測

量船を介在させて、海上と海中別々の二つの

測距技術を組み合わせる。まず、陸上基準点

から船まではGPS衛星による測位技術（キネ

マティックGPS測位）を用いる。また船から海

底基準局までは、音波を用いた測距技術を

用いる。

　まずキネマティックGPS観測は、通常の精

密測量に用いられている2周波のアンテナと

受信機を船上に設置して行う。

　音響測距のための船上機器はトランスデュ

ーサー、海底局はミラートランスポンダーと呼

ばれる。海底局は、システム全体を17インチ

耐圧ガラス球に収めており、長期の動作安定

性と低消費電力の実現により5年以上の長

期観測が可能となっている。

　測距に用いる音波信号は、M系列と呼ば
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れるコード化したパルス信号である。船上トラ

ンスデューサーから発信される信号は、二つ

のパルスを一組としており、最初のパルスは

海底局識別用の前触れ信号、後続のパルス

が測距のための本信号である。海底のミラー

トランスポンダーは、船上のトランスデューサ

ーから発信されたパルスを受信し、これをそ

のままの波形で返信する。これを再び船上の

トランスデューサーが受信し、発信波形と共

に記録する。なお、用いているM系列パルス

の周波数は10KHz（1波長15cm）である。

　船上にある海上と海中それぞれの測距点、

すなわちGPSデンテナとトランスデューサー

は、約8mの観測支柱の上下にとりつけ、船

体に対して固定する。ここで、これらの位置関

係を正確に把握することが重要であるが、船

上では当然ながら、波浪による動揺のため支

柱の傾きが刻々と変化し、固定した座標系に

対してこの関係は一定していない。そこで、こ

れを補正するため、観測支柱に動揺センサー

を取り付け、その刻々の傾き及び方位の情報

を同時に記録しておく。

　これ以外に、海中での測位のためには海

中の音速度構造が必要であるため、CTDに

よる水温、塩分観測及びXBTによる水温観

測を適宜行う。

3．海上保安庁の観測

図4に、我々が既に展開している海底基準

点の概略位置を示す。現在までに、プレート

境界とされる日本海溝及び相模トラフ、南海ト

ラフ沿い陸側斜面に十数点、加えて、2000年

6月から続いている三宅島火山活動に伴う変

動を監視する目的で、同島西方に3点の特別

観測点を設置しており、それぞれの基準点の

繰り返し観測を行っている。それぞれの点に

ついて、4局の海底基準局が、東西南北にほ

ぼ正方形に設置されている。

　観測には、海上保安庁の測量船「明洋」、

「海洋」を用いている。航行中はエンジンのノ

イズが音響測距の障害となるため、船を漂流

させて観測を行う。そのため、測線の自由な

コントロールができないことが一つの問題で

ある。観測現場では、そのときの風向きや流

れを考慮して、測線の幾何学的配置を最適

化するよう努めている。

図4海上保安庁の海底基準点

4．データ解析について

上記システムによって取得されたデータの

解析過程は、基本的に以下の3つの要素か

ら成る。

（1）キネマティックGPS測位解析

船上と陸上基準点双方で取得したGPS衛

星からの電波の位相データから、船上GPS
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アンテナの刻々の位置を求める。通常の測量

等でのキネマティック測位は、移動点と陸上

基準点との距離がせいぜい数km以内で行わ

れるが、この観測では、陸から100km以上離

れた長距離基線で測位を行わなければなら

ない。この場合、GPS衛星とアンテナの間に

ある電離層や大気の空間的不均質の影響が

大きくなるため、これによる誤差を取り除く必

要がある。

（2）音響解析

　音響測距観測によって得られた発信波形と

受信波形から信号の往復時間を正確に決定

する。この際、相関波形処理技術を用いる。

これは、M系列信号の特性を利用した手法で

あり、別途計算機上で作ったM系列信号との

相互相関をとることによって、受信波形の立

ち上がりを、明瞭なピークとして高精度に決

定する技術である。

（3）局位置解析

　上の二つの解析結果を結合し、海底局の位

置を決定する。具体的には、刻々の船上GPS

アンテナの位置を、動揺補正によりトランスデ

ューサーの位置へと変換し、これと海中の音

波の往復走時から、幾何学的原理に基づき

最適な解を求める。その際、往復走時を距離

に換算するため、海中の音速度構造を与える

必要がある。

　図5に、この手法により求められた海底局

位置解析結果の例を示す。図は相模湾の海

底基準点について、2002年8月と’2003年1

月の観測結果を比較したものである。プロット

は、海底局4局それぞれの水平成分について、

2002年8月の座標値を基準とした相対値を

示している。

　これを見ると、全成分共に数cmの再現性

を示している。この結果は、本手法が潜在的

にセンチメートルレベルの測位精度をもつこと

を示している。ここで「潜在的」という表現を付

け加えた理由は、実用性という観点から見る

と、結果の安定性にまだ問題を残している点

にある。これについて次に述べる。
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5．誤差要因について

　この観測手法における誤差要因は多くある

が、中でも大きなものとして2つあげられる。

一つはキネマティックGPS測位の不安定性の

問題、もう一つは音速度構造の誤差の問題

である。

まずキネマティック測位の問題は、既に述

べたように、主に測位海域が陸上基準点から

遠く離れていることに起因する。長距離基線

解析の際に必要となる電離層や大気の空間

不均質を補正するための工夫は既にある程

度なされており、理想的な条件の下での試験

観測では、ほぼ我々の要求精度を満たす結

果が得られていると言ってよい。ところが、実

際の適用においては、時に数十cmに及ぶド

リフト等看過し得ない誤差を含んでいると思

われる場合がある。

　この原因としては、陸上基準点も含めた観

測時のマルチパス、サイクルスリップ等による

データの質の劣化が主因であると考えられる。

これらを特定して解析の中で対処する、ある

いはそもそもできる限り良好なデータを取得

する工夫を行うことが必要である。ただし、海

域での船上観測という限られた条件の中では

それも限界があるため、むしろ測位結果の客

観的な評価を行い、明らかに有意な誤差を含

む結果は用いない等の実用的な工夫も重要

である。

　もう一つの誤差要因は、音速度構造の誤

差である。我々の要求精度がセンチメートル

レベルであるならば、得られた音波の往復走

時をこの精度内で距離に変換しなければなら

ない。しかしながら、現在の観測機器の測定

精度だけから言っても、有意な誤差を生じる

上、時間・空間の音速度変化を観測で十分カ

バーすることはほぼ不可能である。そのため、

解析過程においてある種の合理的な補正が

必要であり、このための方法が解析精度を上

げる重要な鍵である。

　これら二大誤差要因のほか、観測原理に

かかわるものとして、音響解析に係る誤差に

ついても若干触れておく。解析手法の項で紹

介した相関波形処理技術は、信号の立ち上

がり時刻を決定するために大変有効であるが、

この技術を用いると、受信信号の質によって

は1波長分ピーク時刻を読み誤る危険性が

あり、その場合15cmの測距誤差が生じる。し

たがって、精度向上のため最善を尽くすには、

人の目による丹念な確認作業が必要となる。

しかし、作業効率も踏まえると、完全な自動化

が望ましいことは言うまでもなく、ソフトウェア

としてどこまで判定を誤る率を下げられるか

が課題となる。

　その他にも、海洋における観測では、観測

支柱のたわみや悪天候によるデータ不足等、

さまざまな実際的問題にも悩まされる。これら

一つ一つに根気良く対処していくことが必要

である。

6．おわりに

　最近宮城県や十勝沖などで立て続けに大

きな地震が発生し、巨大地震に対する社会的

不安が増大している。こういつた中で、その重

要な情報空白域を埋めることのできる海底地

殻変動観測は今後さらにその重要性を増して

いくと思われる。これに応えるためにも、現在
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抱えている様々な問題を克服し、システムの

抜本的改良も視野に入れつつ精度向上のた

めの努力を続けていきたいと考えている。
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Our　products　of　Long　Range　Tracking＆Ship　Security　Alert　System

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱NYK輸送技術研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上級研究員伊藤功

1．はじめに

　1998年11．月より日本郵船（株）では、弊社

が開発した船舶動静監視システムFROM

（Fleet　RemOte　Monitoring）の利用を開

始し、2003年7月までに同社運航船のうち、

約500隻の動静管理を行っている。

　また、今日、海賊・テロ事件が増加して

いることを、海運関係者に限らず多くの

人々が、ご存知のことと思う。海賊やテロ

に対する安全対策として、：FROMの機能を

活用した緊急通報システム（Seajack

Alarm）も、1999年末より運用を開始して

いる。

　更に、Seajack　Alarmの機能を強化した、

Ship　Security　Alert　Systemの開発にも取

り組んでいる。

　本稿では、：FROMとShip　Security　Alert

Systemを中心に、安全対策への活用と今後

の取り組みについて紹介する。

2．　1・ong　Range　l翫acking

2．1FROMのシステム構成

　FROMは、ネットワークを利用したWeb

ベースの船舶動静監視システムで、ユーザ

は、FROMのホームページにアクセスする

ことで、本船位置やスケジュール情報を画

面に表示することができる。

　また、船陸問の通信には、インマルサッ

トCを採用しており、船陸間通信の導入コ

スト・通信コストを低減することができる。

インマルサットCはSOLAS条約の改正に

より1999年2月から正式にスタートした

世界的な海上遭難安全システムである

GMDSSの義務設備として認定されており、

ほとんどの外航船はインマルサットCの設

備を搭載することとなった。多くのインマ

ルサットC設備は、自船の位置情報等を低

コストで自動的に送信する付加価値サービ

ス（ポーリング・データレポーティングサ

ービス）に対応しており、：FROMはこのサ

ービスを利用して船舶の位置情報を収集し

ている。

2．2FROMの機能
2．2，1船舶の位置表示

　今、船舶がどこにいて、安全に航行して

いるかという情報は、海運会社にとって最

も重要で、すべての業務の根幹となる。

　FROMは、図1のように船舶の位置を地

図上に表示することができる。地図上にプ

ロットされている点が各船舶の位置で、点

から伸びている線が船舶の針路と速力を示

している。従来、船からの位置情報は、テ

レックスによる、“北緯××度××分東経

○○○度OO分”というような文字情報だ

けであったが、地図上にヴィジュアルに表

示することで、直感的に本船位置を確認す

ることができる。この機能を利用すること

で、戦争や紛争などの緊急事態に付近を航

行している船舶がいないか、本船に問い合

せることなく迅速に位置を確認することが

できる。
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図1船舶位置表示機能

2．2．2気象・海象の表示

　：FROMのデータベースには、気象・海象

情報も登録されており、船舶の位置と重畳

して地図上に表示できる。登録されている

情報は、波高、波向、風向、風速で、6時

間毎の過去1週間の現況から、同じく6時

間毎の1週間先の予報までが、データベー

スに登録されている。気象・海象情報は、1

日1か日（財）日本気象協会より入手している。

この表示情報から、台風の近くにいる船は

いないか、船舶が荒天遭遇しているかどう

かといったことが、容易に確認できる。

2．2．3その他の運航支援機能

　船舶の位置を把握し、安全運航に役立て

るほかに、船舶の運航を支援する機能も

FROMにはある。

　：FROMでは、船の最新位置から到着港ま

での最短距離航路を計算し、到着予定日時

（ETA：Estimated　Time　of　Arrival）を求

めることができる。データベースには1，000

港以上の港の位置が登録されており、船が

どこにいようと、これらの港への到着予定

日時をいつでも計算することができる。

　また、一部の船舶からは、位置データだ

けでなく、エンジン関係のデータも収集し

ている。このエンジンデータと前述の位置

データ、気象・海象情報を連携させて解析

することで、船舶の性能解析をするシステ

ムなどへの発展も考えられる。

3．Seajack　Alarmの概要

　最近の海賊は、金品を奪うという生易し

いものではなく、船に積載している貨物を

船ごと乗っ取ってしまう。このとき海賊は、

乗組員が外部に連絡する手段を断つために、

無線通信装置の電源を切ったり、装置を破

壊したりすることが知られている。

　FROMでは、インマルサットCを利用し

て船舶の位置を取得しているので、船が海

賊に襲撃されると通信に異常が発生する。

これを自動的に検知し、緊急通報に応用し

た機能がSeajack　Alarmである。　Seajack

Alarmは、船舶との通信異常を検知すると、

船舶安全担当者の社内メールと安全担当者

が持っている携帯電話に、警報を自動的に

送信するシステムで、1999年末より運用を

開始した。

　従来であれば、警報を発することなく、

海賊などに襲撃され制圧されてしまった場

合は、その事実を陸上側で把握することが

困難であったが、Seajack　Alarmにより、

異常の発生を迅速に検知することが可能と

なった。

4．Ship　Security　Alert　Systemの開発

4．1開発までの経緯

　Seajack　Alarmでは、通信エラーなどに

より、たまたま位置情報が取れなかったと

きに誤報が発生するのを防止するため、通

信異常が発生してから警報を発するまでに、
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約12時間の猶予時間を設けている。そのた

め、船舶で異常が発生してから陸上でその

事実を把握するまで、最低でも半日程度の

遅延があり、これを改善したいと考えてい

た。

　また、Seajack　Alarmでは、海賊襲i撃な

どの異常を検知することはできるが、異常

発生後の船舶位置を把握することができな

かった。

　そこで、弊社では、船上での異常発生を

より短時間で陸上に通報し、異常発生後の

船舶位置を追跡できるシステムの開発に着

手した。ところで、弊社が開発を進めるの

と並行して、IMOではShip　Security　Alert

System（以下、　SSAS）の導入が検討され

ていた。弊社で考案していたシステムと

SSASの機能要件とが、ほぼ合致している

ことが判明したので、開発中のシステムの

機能を変更し、SSASとしてシステムを開

発することとなった。

4，2弊社のSSASの特徴

　ここでは、IMOの機能要件と弊社の

SSASの機能を比較し、その特徴：を紹介し

たい。

4．2．1Activation　points

　IMOの機能要件では、「Activation　Point

（警報信号発信ボタン）は、船橋及びその

他の1箇所から作動可能であること」とな

っている。弊社のSSASは、2箇所の有線

式Activation　pointの他に、3つの無線リ

モコン式Activation　pointをオプションで

選択できる。

4．2．2Power　supply

　電源については、「メインの船内電源によ

り動作し、代替電源でも動作しなければな

らない」と定義されているが、弊社のSSAS

は、バックアップバッテリを内蔵しており、

このバッテリにより、約1週聞の動作が可

能となっている。

42．3Radio　system

　「SSASに利用する無線システムは、適

切な国際標準でなければならない」と要件

が定義されており、海外メーカのシステム

では、インマルサットミニCやインマルサ

ットD＋を採用していたが、いずれも日本国

内では利用できないため、開発の当初は、

Orbcomm（オーブコム）を採用した。とこ

ろが、日本でもインマルサットD＋の利用が

認められる可能性が出てきたため、現在は、

インマルサットD＋を採用したシステムを

開発している。

4．3試作機による船上テスト

　既に、SSASの試作機を開発し、船舶に

搭載したテストを実施したので、テストの

結果について概要を紹介する。なお、この

試作機は、通信システムにOrbcommを採

用したものであり、現在開発中のシステム

とは異なっている。

　写真1に、試作機を船舶のフライングブ

リッジに設置した状態を示した。本体とア

ンテナを固定し、本体に電源を給電するだ

けで、簡単に設置することが可能である。

　この試作機から1時間毎に位置データを

送信した結果が、図2である。船舶の位置

を把握し、海賊やテロリストに襲撃された

後の船舶を追跡することが可能である。
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写真1SSAS船上テスト

図2船上テスト結果

5．おわりに

　弊社独自の緊急警報システムの開発から

国際標準システムの開発へ、また、採用す

る通信システムの変更など、紆余曲折はあ

ったが、現在、弊社のSSASの開発は、最

終三階となっている。本会誌が発行される

頃には、実際の船舶への搭載が始まってい

ると思う。

　今後も、これまでのノウハウを活用する

とともに、新規技術も積極的に取り入れ、

船舶の安全運航に寄与できる研究開発を継

続していきたい。
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長波標準電波を利用した高安定発振器

甲　田　正　夫

日本無線株式会社

High　Stabilily　Oscillator　using　LF　Band　Standard　Frequency

Masao　KOHDA
Japan　Radio　Co．，　Ltd．

1．はじめに

　近年，通信・放送システムの高度化に伴い、利

用する周波数は、より高い周波数への移行が進み、

また狭帯域化やデジタル化が行われ、その結果と

して、周波数安定度に対する要求は、益々厳しく

なっている。

　従来の基準発振器は、運用中の精度を維持する

ために、定期的な校正を必要とし、また要求され

る精度とともに価格は上昇し、システムを構築す

る上で、大きな負担になっている。

　本稿では、これらの問題点を解決する手段とし

て、長波標準電波を利用したメンテナンスフリー

の高安定発振器を紹介する。

　併せて、わが国の時間・周波数標準の概要と標

準電波について説明する。

2．長波標準電波について

　標準電波（コールサイン　JJY）は、国の機関

である独立行政法人　通信総合研究所（CR：L）が、

標準周波数と日本標準時を日本全国に供給する

ための電波である。

　標準電波の利用分野として、代表的なものは、

電波時計であり、その正確さや時刻修正の手間が

要らないことから、安価な高精度時計として、一

般家庭や業務用として急速に普及している。

　また従来からの周波数標準として、無線機器や

測定機器の校正などに使用されている。

　また、地震計や気象観測など、離れた地点の精

密な時刻同期管理が必要な場合などに有効であ

る。以上のように、標準電波は、わが国の通信・

放送ネットワークの周波数標準として、また市民

生活における時間（時刻）の基準として、重要な

役割を担っている。

　標準電波は当初短波帯で運用されていたが、短

波帯の標準電波は不安定な高層電離層で反射し

て遠距離に伝搬するので受信状態が不安定、また

外国からの標準電波による混信妨害等により、受

信周波数精度は1×10”8程度、日没や日の出には

さらに低下し、周波数精度的な問題があった。

　このため、CR：Lは平成9年度から高精度で時

刻符号の供給が可能な長波標準電波の検討を開

始した。長波帯電波は、波長が長いので地上波伝

搬の減衰が小さく、また電離層伝搬波も安定して

いる最下部電離層で反射するため、電波伝搬特性

は安定しており、また混信も少なく、日本全国で

安定した受信が可能である。

　長波標準電波は、CR：しが管理をしているセシ

ウムビーム型原子周波数標準器を原器として、高

精度で校正され、送信波は1×10’12の精度で送信

され、伝搬路を含んだ受信周波数精度は1×10【11

（24時間平均）を得ることが出来る。

　図1に長波帯電波伝搬の状況を示す。
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らの標準電波のサービスエリアを図2に、標準電

波送信所の写真を図3に示す。

　2箇所の標準電波送信所によって、北海道から

沖縄までの日本全国をカバーしている。

標準電波の到達範囲
　2箇所の標準電波送信所で．．．．．．

　・日本全国をカバー
　・相互補完による運用信頼性の確保

図1　長波帯電波伝搬

　国内初の長波標準電波送信所の実用局は、平成

9年度から福島県のおおたかどや山標準電波送

信所で整備工事が開始され、平成11年6．月10

日の時の記念日から正式に運用が開始された。そ

の約2年後の平成13年10月1日から運用バッ

クアップと西日本への安定供給を目的として、福

岡・佐賀県境に2局目のはがね山標準電波送信所

を開設し、二局体制で24時間の連続運用を行い、

長波標準電波需要に対する社会的責任を果して

いる。

　短波標準電波は、長波標準電波整備に伴い、そ

の役目を終わり、平成11年3．月に廃止された。

　表1に、長波標準電波送信所の諸元を示す。

表1　長波標準電波送信所諸元（1）

項　目 おおたかどや山標準電波送信所 はがね山標準電波送信所

所在地

福島県田村郡都路村／同双葉郡川

熨ｺ境界の大鷹鳥谷山（おおたか

ﾇややま）山頂付近

佐賀県佐賀郡富士町／福岡県前原

s境界の羽金山（はがねやま）山

ｸ付近

送信周波数 40kHz 60kHz

送信周波数精度 周波数国家標準に対し、1x10－12以内

送信電力 50kW

電波形式 AIB

アンテナ施設 　　　地上高250m

P型トップローディングアンテナ

　　　地上高200m
P型トップローディングアンテナ

運用開始 平成11年6月 平成13年10月

おおたかどや山送信所及びはがね山送信所か

一　∫冥1「壷磯∴
撒B帥 @　　　　　、・輝獅
　　露鰭㎞．「∫．…＼・雫蓼　鳥徽

　　　　㌔騨讐㌔
　　　　　　昌騨鼓60㍑
　　　　　ズ　　　』』　　　　　「．．吋一．　　．’一

　　図2　標準電波のサービスエリアω

はがね山標準電波送信所　　　おおたかどや山標準電波送信所

　　　　図3　標準電波送信所（1）

　長波標準電波には、時・分・通算日・年・曜日・

うるう秒情報・停波状況などがタイムコードとし

て構成されており、40kHzまたは60kHzのキャ

リアを100％の出力から10％の出力に切り替え

るパルス信号で表されている。パルスは1秒間隔

で、3種類のパルス幅の組み合わせで構成され、

60秒で年・月・日・時・分を表現している。

　図4に、標準電波の信号構成を示す。
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■タイムコードの情報

　時、分、通算日、年、曜日、

　うるう秒情報、時分パリティ、

　予備ビット、風波情報

□秒信号
　パルスの立ち上がりで示され、

55％値が標鞘に醐 @」里」1。。。＿＿！→ト、，μ。。酬，

0秒　　　　　　　　　　　　　10　　　　　　　　　　　　20　　　　　　　　　　　　30

　　　マ　カゑびポジションマ　カニ　カロお

｛　　　　鑑器曾：畿

　　　　　　　　一
　　　　　　　　　　　アム　　ム

　　　　　　　　劃

ボ」喋徽糊繍，轄鶏…即

騰臨ジ　　翻1醐
　　　　　　　＿。。。鷹＿、P5幽・翌㌧脚’o
　　　　　　　　（モールヌで2回以内）　停波開始停波期間
　　　　　　　　　　　　　　予告　　予告

　　　　図4　標準電波の信号構成（2）

　図5に、おおたかどや山送信所及びはがね山送

信所の2003年4月から2004年1月中旬までの

9．5ヶ月間の運用時間率と停波要因のデータを示

す。2局の停波の要因は、機器・装置保守が78％、

落雷対策が19％、機器故障が3．3％で、2局の同

時運用時間率は、100％という結果であった。

長波標準電波の運用時間率・停波要因

おおたかどや山標準電波送信所

2003．4、1～2004．t唱6　（総6984時間〉

はがね山標準電波送信所

2003，4．1～2004，1，46（総6984時間）

　以上から、標準電波について、まとめる。

①おおたかどや山標準電波送信所（福島局）と

　はがね山標準電波送信所（九州局）の2送信

　所から日本全国に、標準周波数と日本標準時

　を供給している。

②国の機関であるCR：しが運用している。

③電波時計・無線機器・測定器などの日本標準

　時・周波数校正などに利用されている。

④国家周波数標準により管理されており、受信

　周波数精度は、±1×1σ11（12時間平均）が

　得られる。

⑤2箇所の送信所の相互補完で、運用信頼度は

　ほぼ100％を達成している。

3．要求される周波数安定度と高安定基準発振

器の現状

　現在運用中の通信・放送システムで要求されて

いる周波数安定度を表2に示す。周波数安定度に

加えて、相手局との周波数同期を取るためには、

それぞれの絶対周波数を合わせる必要があるこ

とから、周波数確度が要求される。

運用時間率　989％

表2　要求される周波数安定度

0，0％

運用時間率981％

2局同時運用時間率

　歪00％

図5　長波標準電波の運用信頼／生（3）

システム名 許容偏差 要求される安定度 備　　考

HF無線
i船舶局）

10×10弓 1×10う AIA

VHF移動無線 10×10略 1×10う 1Wを超えるもの

アナログTV（UHF） 3kHz

THz

3．8×10－6

U．4×10→

中継放送局

ｸ密オフセット方式

地上波デジタル’rV 1Hz 1．2×1σ→

V．5×1σ瞬11

放送波（UHF）

ﾆ立同期STL回線（～13GHz）

携帯電話

iPDC）

0．5×10→

R×10弓

5x10－7

R×1〔戸

基地局

ﾚ動局

携帯電話

iCDMA）

0．05×塞0弓

}：300Hz

5×10’8

}300Hz

暮地局

ﾚ勘局（基地局との同期偏差）

　一方、高安定基準発振器の性能例を表3に示す。

またこれらの発振器の周波数経時変化例を図6

に示す。これから、1年後の周波数変動は、長期

安定度の10～100倍くらいを見込む必要があり、
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　例えば1年後に10冒10の周波数確度を要求する

と、ルビジウム発振器が必要となる。また、約1

年後には周波数校正が必要であると云える。

表3　高安定基準発振器の性能例

方弍 TOXO OCXO Rubidium 0●8ium 水棄Ma8酬

短期安定度

@＠18●o

10－9 10－12 10－1釜 10－11”12 10口惚

二期安定度

@01d鯉

10騨8 10一伯 10■12 10一＝3－14 10一脇”腸

賦＠1y●●r 10－6 10－8 10－10 10一唱2”13 10－18

温慶特性 　10－6
i一10駒60陰）

　10－9

i一1㈱）
　10－10

i甲1α圃）

10－13
i0。C∩覗》

10－14

iσ圃。）

鼻倉・淵耗郎贔

@　など ㎞ Non● Rb　L』mp／OdI C8　B●■m　Tub● ㎞PurrP

@馬

その他
一欄 小蝋価翠血{安定度

e旧主驚擾響

寳安定！寅纏農

盗�O茜箪艶撒暴

寅衷巽ン寅纏慶

齊泄W準糧

鯖安窟度
]雑！穴聖

kAB、　VLB1

　1忌04

　1」≒06

　1罰6

類1｝σ

類1」期

箋1｝09

蟹捌。

蒙1｝11

興　伍一12

　1」≒13

　1曇r14

　聴…一15

TCXO

OCXO

晒

伽

1噸伽y＝

臼00　1．臼01　1』凶2　1．1静03　t鰍　1忌燗　　1』き06　壕』ヨ07　1．508

　　　　　　　　　　　　　　　1－Yo8rトー一一一一鞠瞳隊幽）一＿一一緬鯨閥（醐

4．標準電波を高安定基準発振器に利用する

　標準電波を高安定基準発振器に利用する場合、

安定したサービス体制及び要求性能を満足する

ことが要求されるが、国の機関であるCRLが運

用していること、日本全国で均質なサービスが得

られること、電波伝搬を含めて24時間平均で1

×1α11の安定度が得られることから、必要要件

を満足していると云える。

　図6による高安定度基準発振器の周波数安定

度のグラフに、標準電波の安定度を書き込むと、

図7のようになる。基準発振器の周波数を標準電

波によって制御することが出来れば、安定度改善

且つ校正は不要となり、標準電波利用は基準発振

器の問題点解決の有効な手段と云える。
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図6　高安定基準発振器の周波数経時変化例

図7　高安定基準発振器と標準電波の性能

　以上から、高安定基準発振器の問題点として、

次のことが云える。

①長期安定度を含めた性能限界を考える必要が

　ある。例えば1年後の目安として、OCXOは

　1α8程度、ルビジウム発振器は10’10程度とな

　る。

②定期的な周波数校正が必要であり、高度な技術

　と設備及び時間を必要とする。

③高安定発振器は高価で、要求する安定度が上が

　るたびに価格も跳ね上がる。

5．標準電波利用高安定基準発振器の性能

　図8に標準電波利用基準発振器の構成を示す。

基本原理は、標準電波の正確な搬送波周波数を再

生して、この周波数を基準にして内蔵の電圧制御

発振器を制御することで、正確な発振周波数を得

ることが出来る。技術的なキーポイントは、断続

したタイムコードの中から、いかに安定に搬送波

周波数を抽出するか、また電波伝搬による変動を

どのように吸収するかなどであり、これらを実現

するためにハード及びソフト面において、様々な

工夫が盛り込まれている。
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　10’11オーダの周波数安定度を必要とするとき

は、内蔵する電圧制御発振器はルビジウムが必要

となる。
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図8　標準電波利用基準発振器の構成
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図9　起動特性

　実際の標準電波利用基準発振器（ルビジウム発

振器内蔵型）の評価試験データ例を、図9～11

に示す。

・起動特性：電源投入から、約4日間の周波数変

　動を示す。電源投入から、1時間以下で1×10－11

　以内となり、それ以降も安定している。

・周波数同期特性・停波試験：2台の発振器の周

　波数偏差は、1×10’11以下に制御されている。

　また標準電波に不測の停波があった場合のシ

　ミュレーションとして、人為的に停波を発生さ

　せた時の周波数安定度を示す。1回目は1時間、

　2回目は2時間の礪波期間中は内蔵のルビジウ

　ム発振器の安定度でホールドされるため、出力

　周波数には影響を与えない。

・温度試験：ルビジウム発振器の温度に対する周

　波数安定度は、高性能なものでも1×10－10程度

　であるが、標準電波を利用することで、10”11

　オーダに改善されている。
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　評価データに示すように、標準電波を利用する

ことで、基準発振器の問題点を解決するための基

本性能を満足していることが検証できた。

図11　温度特性

6．標準電波利用高安定基準発振器の得失

　以上から、標準電波利用基準発振器の得失を挙

げると次のようになる。

長所

①高安定・高精度
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　標準電波に従属依存し、高安定・高精度である。

②メンテナンスフリー

　常時自動校正を行っており、定期校正は不要で

　ある。

③廉価

　廉価で高安定な発振器が得られる。

短所とその対策

①標準電波に依存している

　精度管理は、他人任せで、自己管理が出来ない。

　⇒国の機関が管理をしており、安心できる。

②標準電波の三三

　機器のメンテナンスなどによる三二がある。

　⇒福島局と九州局の2局による相互バックア

　　ップ体制が確立されていること及び内蔵発

　　振器の精度でホールドするように工夫され

　　ており、性能は確保できる。

③外部アンテナが必要

　外部アンテナが必要であり、工事やメンテナ

　ンスが面倒。

　⇒電波時計は、タイムコードが再生できれば

　　良いので、小型アンテナが使えるが、標準

　　電波利用基準発振器は搬送波を再生する必

　　要があり、CINの良い信号を受信するため、

　　外部アンテナが必要である。

7．標準電波利用高安定基準発振器の製品例

　実際の製品例として、図12に標準電波利用基

準発振器（NGJ－45　日本無線製）を示す。

主な特長

①高安定・高精度

　内蔵のルビジウム発振器を、標準電波で制御す

　ることで国家基準のセシウム原子発振器に自

　動校正しており、長期周波数安定度1×1σ12

　（月平均）を実現している。

②2波対応デュアル受信

　常時、福島局の40kHzと九州局の60kH：zの電

　波を受信し、停波時には自動相互バックアップ

　切り替えを行う。

③DSPによるソフトウェア受信

　DSPによるソフトウェア受信技術を駆使し、

　小型・高安定・高性能な長波受信機を構成して

　いる。

④メンテナンスフリー

　標準電波を利用して常時自動校正することで、

　従来のルビジウム発振器で必要不可欠だった

　定期的な周波数校正を不要とした。

　受信アンテナの例を、図13に示す。

長波帯のアンテナは、小型で設置工事が簡単で

あることから、ホイップ型のアンテナを使用して

いる。

　匝コ懲波数福島局，4。、。
　　　　　　　　　　九州局：60kHz
　　　　　　基準周波数出力　10MHz　IVrms／50Ω×4系統
　　　　　　周波数安定度　　長期＝±1x10一12／月（平均）

　　　　　　　　　　短期：±2xIO－11／10sec
　　　　　　lPPS出力　　　TTLレベル
　　　　　　1PPS安定度　　JST確度：1ms以下
　　　　　　時刻情報　　　　BGD（オプション）
　　　　　　覚源　　　　　　　　　AC100V　50Hz／60Hz

　　　　　　　　　　DC＋36V
　　　　　　外形寸法　　　425（W）x99（H）×360（D）mm
　　　　　　　　　　（ラックマウント可能）

　　　　　　アンテナ郁
　　　　　　ホイップ型アンテナ

図12　製品例（標準電波利用基準発振器）

長波JJY受信アンテナ

・アンテナ

形武：ホイップアンテナ

長さ＝2005mm
プリアンプ内鷺

・接続ケーブル

5D2W

図13　製品例（受信アンテナ）
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8．まとめ

　以上、高安定度基準発振器の問題点を解決する

手段として、標準電波の利用は有効であることが

実証された。

　標準電波利用に当り、日頃からご指導・ご助言

及び今回の講演のために運用信頼性データ等の

資料を提供頂いた通信総合研究所日本標準時グ

ループ殿に深謝いたします。

　また、標準電波利用基準発振器の開発に当り、

ご指導・ご協力を頂いた関係各位に感謝いたしま

す。

参考文献

（1）通信総合研究所パンフレットから転載

（2）通信総合研究所日本標準時グループホーム

　　ページ（http：／／jjメcrl．gojp）より転載

（3）通信総合研究所日本標準時グループからの

　　提供資料
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（特別研究会紀行）

伊勢湾海上交通センターを見学して

（財）日本航路標識協会

　　　　業務第二部長

　　　　　奈良　豊勝

　　Toyokatsu　NARA

1．まえがき

　当会恒例の特別研究会「見学会」が本年

は我が国7番目の海上交通センターとして

7，月1日業務を開始した、伊勢湾海上交通

センターで11月28日に行われた。

　この見学会に先立ち7月22日の第2回
研究会で海上保安庁交通部の武田技術官が、

同センターの紹介講演をされており重複す

る点もあるが、見学会報告をさせていただ
く。

2．海上交通センターの業務概要

　海上交通センターは、海上保安庁が船舶

航行の安全を図るため特に重要として、法

令で指定した航路及び付近海域における船

舶航行の安全を図るために設置しているも

ので、これまでに東京湾、備讃瀬戸、関門

海峡、大阪湾、名古屋港、来島海峡が整備

されている。

　今回の伊勢湾海上交通センターでは、船

舶交通がふくそうする伊良湖水道航路及び

その付近海域における、船舶の安全かっ能

率的な運航を確保するため、高性能レー

ダーにより、海域内の船舶の動静をは摂す

るとともに、気象や海象の現況や海難等の

状況や航路の航行制限状況等、海上交通に

関する情報提供業務と海上交通安全法に

基づく航行管制業務を行っている。

3．交通手段等

　伊勢湾海上交通センターへの関東方面か

らのアクセスは車のみの利用と、新幹線・

私鉄・バスを乗り継ぐ方法等があるが、今

回はマイクロバス利用で東京駅丸の内側の

中央郵便局横から、当日8時過ぎに全参加

予定者11名の内、途中合流の1名を除く

10名が、添乗員さんの名調子の案内のも

とに勇躍として出発した、天気予報では午

後には雨ということで先行きが案じられた

が、東京の空は薄雲が広がっていたものの、

日差しがあって風も弱く穏やかな日和の中

を、マイクロバスは一路伊良湖岬に向けて

疾駆した。

　車中では元電波航法研究会長のS氏が面

白工夫生活法実践の近況を、ベテラン添乗

員さん相手に漫談調に繰広げて、車中の笑

いや相槌を引出したお蔭で、参加者一同は

退屈する問もない内に車は浜松ICを下り、

浜名湖岸から遠州灘を眺めながら渥美半島

に入った。昼食場所が少なく到着時間を心

配する声も聞こえたが、地元の地理に詳し

い海上保安庁からの同行者の道案内があり、

無事にお勧めの食堂でボリュームたっぷり

の美味しい昼食にもありつき、ほぼ予定の

時間に伊良湖岬先端にあるセンター下のサ

イクリング道路入口に到着した。

伊良湖港から伊勢湾海上交通センターを遠

望
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4．伊勢湾海上交通センターの見学

　当センターが建っている場所は伊良湖岬

の先端部の丘の上で、センター建設以前に

岬を一周するサイクリングロードが整備さ

れていて、センターの建設時も完成後の現

在も、車輌の乗入れは管理者の許可を受け

た車以外に出来ないため、我々見学者は出

迎えに来てくれた官用車への便乗組と徒歩

組に分かれてセンターを目指した。

　徒歩組も約十分でセンター所長ほかが待

つ門前に到着して広場で記念撮影の後、セ

ンター用地の確保や局舎設計関連の簡略な

説明があり、周辺一体が三河湾国定公園の

一部で自然公園法も適用され、多数共有の

民有地での建設許可の同意取付け対処、観

光地として周辺眺望確保による施設高の制

限があり、それらの地元対応例が壁面に彫

られた渥美半島に多い「菜の花や渡り鳥の

サシバ」のデザインであるとのことであっ
た。

　センター会議室での施設等の整備経過及

び業務関連の見学説明会にはセンターの所

長、次長とともにセンターの整備維持と業

務指導を担当している、第四管区海上保安

本部からも関係の部長と課長が出席されて、

見学に際しそれぞれに適切な説明をいただ
いた。

＼
．

センター局舎のレーダー及び信号タワー

　以下にセンターの整備概要及び業務内容

並びに業務用施設機器等に対する説明の概

要を紹介したい。

（1）伊良湖水道の特徴

　伊良湖水道は伊勢湾口の北東側に位置

する伊良湖岬と南西側の神島との問に挟

まれ、その幅は4km弱であり、外洋か
ら伊勢湾及び三河湾に向う大型船にとっ

ての唯一の入口である。

　航路は東側の朝日礁及び西側の丸山出

シとコズカミ礁に囲まれていて、その幅

は約1，200mと狭く、長さは約3，
900mの直線路で、海上交通安全法の
適用を受ける巨大船等について、一方通

行の航行管制及び種々の航行安全指導が

行われている。

（2）伊良湖水道の船舶通航実態

　航行船舶の状況は1日平均約1，300
隻であり、法令により規制を受ける狭水

道の中でも明石海峡（大阪湾）、備讃瀬戸

東部（瀬戸内海）に次いで多く、また、

巨大船等（長さ200m以上の船舶）の
通航隻数は年間約7，200隻で他の航
路と比べても、浦賀水道航路（東京湾）

に次いで多く、その中でも危険物積載船

を含む巨大撃沈の通航隻数は年問約5，

000隻とその割合が高い。

（3）自然環境と操業漁船の実態

　伊良湖水道は霧の多発、強い北西風、黒

潮の無向、及び流速、南方からのうねり

等による気象、海象の変化や航路脇の朝

日礁、丸山出シ、コズカミ礁の存在によ

り、好漁場となっていて、年間を通じて

漁船の操業が多く、船舶交通環境として

は危険度の高い海域である。

（4）センター位置の選定理由

　①主要航路及び付近海域の容易な状況

　　は握への配慮（良質なレーダー画像の

　　取得及び目視範囲の確保）

　　（注：敷地G：L；50m、レーダー高

　　G：L＝91m）
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②用地確保の容易度及び工事施工の利

便性

③業務遂行上の利便性確保（緊急時召集

　の便利さ、交信範囲の広さ、回線の整

備及び保守の便利さ）

（5）センター業務の概要

　①レーダー映像を基本とした、航行管制

　　及び航行安全指導

　　（主な連絡手段は国際VHFでの情報

　　伝達、管制信号の表示、航法指導船の

　　配備等）

　②航行安全用の各種情報の提供

　　（国際V且F、テレホンサービス、F

　　AXサービス、メールサービス、一般

　　電話、電光信号板等）

業　務　室　の　見　学

（6）センターの主要な施設及び機器等

　①センター局舎（3階建、建物高＝18

　　1n、敷地高GL＝50m、レーダー兼
　　信号塔高G：L＝91rn）

　②レーダー　（14GHz帯・映像処理

　　＝20km）
　③レーダー運用卓（4卓）

　④管制計画卓　　　（2卓）

　⑤編集放送卓　　　（2卓）

　⑥管制信号板（N，S字各1面、視認距

　　離6km）
　⑦情報信号板（矢印左右各1面、視認距

　　離4krn）

　⑧国際VHF（13、14、16、20

　ch装備）

⑨無線回線等（情報放送用1，665kHz、

専用回線用400MHz、6．5G且z、
　12GHz）

⑩その他の機器（予備電源用発動発電機

　ほか施設用と業務用多数）

屋上のVHFアンテナ群

（7）新旧管制業務の交代

　センターを見学して先ず感じたのが、業

務の主要な対象である、伊良湖水道を運

用室の広い窓から一望に出来る間取りと

機器の配置、そして勤務者の動線が良い

ことであり、同所のようにセンター業務

に最適な場所を確保するために行動され

た関係者の努力が、今後の業務成果に結

びついて欲しいものだとの思いを強くし

ながら、各階の業務室及び屋上の関連構

造物を見学させてもらうことができた。

　1階の機器室や屋上のアンテナ設置コ

ーナー等にも、今後のAISの整備を予
想した設計が伺われ、大変に意義深い見

学であった。センター及び第四管区の関

係者にお礼をした後、一同はセンターを

後にしてフェリーで当夜の宿がある三重

県の二見町へ向うため、鳥羽行のフェリ

ー乗場へとセンター西側の伊良湖水道に

面した遊歩道を下り、その途中で今しが

た見学してきたセンターの前身で、時計

型の形状で管制信号を表示していた旧信

号所跡に出た、ほんの数ヶ月前まではこ

の場所で、名古屋からの交代勤務により、

昼夜の別なく管制業務を行っていた方々
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のご苦労が偲ばれて、心の中でお礼を述

べながら通り過ぎた。

　さらに海岸際の伊良湖岬灯台を見てフ

ェリー乗場へと遊歩道を巡り、桟橋前の

マイクロバスに辿り着いたところで、周

辺を雨雲が通って時雨に見舞われた。

5．伊勢湾に思うこと

　今回の見学会の帰路は伊勢湾を一周する

コース取りのため、当夜の宿は鳥羽市の北

隣の二見町に設定されており、一行は鳥羽

行のフェリーからセンターの管制信号灯や

伊良湖岬灯台の点灯を見ながら、神島や答

志島や菅島の間を通ったが、帆船時代はこ

れらの島影で嵐を避けて順風を待ったのか

なと熊野灘と遠州灘という東西に難所を抱

えての航海に対する苦労が偲ばれた。フェ

リーは1時間弱で鳥羽に到着し、宿からの

迎えのバスで二見浦の夫婦岩が見える部屋

に荷をといて、両県メートルのボーリング

で汲み上げた温泉風呂で旅の疲れを癒し、

お楽しみの夕食では見学会のおさらい話が

弾み、あっという間に時間が過ぎ、長い一

日も終わりとなった。

　明けて、翌11，月29日は前夜からの雨
の音で目覚めとなり、帰京コースは宿から

近い夫婦岩と伊勢神宮内宮を経由すること

で出発したが、前夜からの雨は止まず、伊

勢神宮にいた時間帯がもっとも強く、参加

者一同は身も心も浄められた感じがし、本

当にすっきりした気持ちで神宮を後にした。

　伊勢を出発した途端に皆の気持ちは東京

へ向って飛び出したようにも思えたが、小

生には多少頭の隅に引っかかるものが残っ

た、それは遠い昔に西の方からこの伊勢に

来てかくも立派な神社を作り、かっ、遷宮

の仕来たりを現在まで伝えた人々が、この

伊勢の地に留まったのはどうしてだろうか

という思いであった、海人なら船でさらに

東に行ってもよかったのではないのか、太

平洋岸の黒潮の流れの怖さを知っていたの

だろうか、どんな事情でこの地に居ついた

のであろうか、あるいは豊かな伊勢の海と

雪のない気候を好んだのか、それとも別の

理由なのだろうかなどと、種々な思いが頭

を巡った。

　そのうちに車は伊勢自動車道、東名阪自

動車を過ぎて、

名古屋港沿いに建設が進んでいる伊勢湾岸

自動車に入り、名古屋港海上交通センター

を遠くに確認でき、名古屋港に直結された

湾岸自動車道の立派さから、中部圏内はも

ちろんのこと、関東及び関西方面への陸上

輸送能力の増強が着々と進んでいることを

実感し、また、航空の方も伊勢湾北部で中

部国際空港の整備が進んでおることから、

伊勢湾内の海上輸送の面でも、今回見学し

た伊勢湾海上交通センターと、既存の名古

屋港海上交通センター問の連携をより緊密

にして、さらなる海上交通の安全と運航能

率の増進が図られて欲しいものだと思う間

もなく、車は三河湾沿いを過ぎて浜名湖の

サービスエリアに到着し、遅めの昼食を急

いで済ませるや否や車は再び一路東京へと

疾駆を続けた。用賀ICまではまずまず予

定のタイム経過であったが、首都高速道が

大渋滞であったためにやっとのことで一般

道に下り、予定よりも1時間程度の遅れで

どうにか東京駅前に到着し、本年度の特別

研究会も無事終了となった。
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電波航法研究会　平成14年度事業報告

電波航法研究会事務局

Record　of　Work　Carried　Out　by　the　Japanese　Committee

　‘or　Radio　Aids　to　Navigation　During：Fisca1’Ybar　2002

Secretariat　Of登ce　of　the　JACRAN

総会
　平成14年度総会は、平成14年5，月30日14時から海上

保安庁海洋情報部大会議室で開催された。会員数95名のうち、

総会出席者34名、委任状提出者36名、計70名で当会規約

第10条第4項により本総会は成立した。各議題の審議結果は

次のとおりであった。

　1　平成13年度事業報告が事務局により行われた。

　2　平成13年度会計報告が事務局により行われ、会計監査

　　中村勝英氏の監査報告があり、承認された。

　3　平成14年度会長、副会長の選出が行われ、満場一致で

　会長に今津隼馬子が、副会長には、林尚吾氏、長岡栄氏

　　及び田中仙治氏が再任された。

　　　また、各幹事の委嘱については事務局案のとおり了承さ

　　れた。

　4　平成14年度　　計画案について事務局から説明が行わ

　　れ、原案どおり承認された。

　5　平成14年度予算案について事務局から説明が行われ、

　　原案どおり承認された。

研究会
　1　第1回研究会は、平成14年5．月30目、海上保安庁海洋

　情報部大会議室で総会後に開催され、海上保安庁灯台部

　電波標識課篠崎正夫課長から「電波標識の現状」及び電

　子航法研究所電子航法開発部長岡栄氏から「空のAI

　　S一航空における通信・監視システムー」と題する講演が

　行われた。

　　　出席者は52名であった。

　2　第2回研究会は、平成14年7．月25日、海上保安庁海洋

　情報部大会議室において開催され、山階賠類研究所吉井

　正理事から「渡り鳥とレーダー」、海上保安庁灯台部電

　波標識課赤石節雄主任技術官から「ロランCを巡る世界

　　の動向」、国土地理院測地観測ヒンター松村正一衛星測地課

　　長から「電子基準点を利用したリアルタイム測立」と題す

　　る講演が行われた。

　　出席者は52名であった。

3　第3回研究会は、平成14年12，月6日、海上保安庁海洋

　情報部大会議室において開催され、日本工業大学渡辺康

夫教授から「ミリ波・サブミリ波の新しい応用」、海上保

　安庁海洋1青報部企画課仙石四境長野佐から「世界測地

　系とナビゲーション」、三井造船昭島研究所織田博行部

　長から「RTKrGPSを用いた大型船の入港着雪支援システム」

　と題する講演が行われた。

　　　　出席者は52名であった。

4　第4回研究会は、平成15年2月26日、海上保安庁海洋

　情報部大会議室において開催され、目本無線シス凋幾器事業

　部甲田正夫氏から「長波帯標準電波を利用した高安定

　度発振器」、沖コン獅イング・ソリューションズ旗アマネーヅヤー矢内崇雄

　氏から「AISクラスBの動向」、海上保安庁海洋1青幸賠β

　海洋研究室矢吹哲一朗主任研究員から「GPSによる測量

　船の高精度な高さ測定」と題する講演が行われた。

　　　出席者は34名であった。

臨時研究会

　平成14年10月21日、麻布台中央官庁合同会議所において

米国メガパルス社エリック・ヨハンセン社長の来日記念講演

会として開催され、同氏から「ロラン・インテグリティ・パフォーマンス・パネル」、

「ロラン送信局装置近代化の現状と将来」について、また、通

信総合研究所時間・周波数計測クグループ今江理人事から

「標準時の国際的な仕組みと正確さと利便性の向上に向けた取

り組み」と題する講演が行われた。

　出席者は48名であった。
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特別研究会（見学会）

　平成14年！0．月25目から26日に福島県において開催され、

通信総合研究所おおたかどや山標準電波送信所の施設を見学

し、同所日本標準時グノトフ。リータ㌧栗原貝1」幸氏から概要説明を

受けた。

　参加者は13名であった。

幹事会
　幹事会は、平成14年4月18目、5月30日、7月25日、12

，月6日、15年2．月26日中開催され、事業計画、講演テーマ、

会誌発行等について審議が行われた。

会員数
　平成15年3月31日現在

正会員　　28名

個人会員　12名

推薦会員　17名

特別会員　　38名

　計　　　95名

会員の移動

　　52口

（年会員7名、終身会員5名）

変　更　正会員DXアンテナ㈱が新会社設立により測位衛

　　星技術㈱に移行になった。

会誌等発行

　会誌「電波航法」第44号ぽ3．月末に刊行された。

電波航法研究会　平成15年度事業報告

電波航法研究会事務局

Record　of　Work　Carried　Out　by　the　Japanese　Committee

丘）rRadio　Aids　to　Navigation　During　Fiscal’Ybar　2003

Secretariat　Of登ce　of　the　JACRAN

総　　会

　平成15年度総会は、平成15年5．月30日15時か

ら海上保安庁海洋情報部大会議室で開催された。会員数

95名のうち、総会出席者30名、委任状提出者30名、

計60名で当会規約第10条第4項により本総会は成立し

た。各議題の審議結果は次のとおりであった。

　1　平成14年度事業報告が事：務局により行われた。

　2　平成14年度会計報告が事務局により行われ、会

　　計監査中村勝英氏の監査報告があり、承認された。

　3　平成15年度会長、副会長の選出が行われ、満場

　　一致で会長に今津隼馬氏が、副会長には、林尚吾氏、

　　長岡栄氏及び田中仙治氏が再任された。

　　　また、各幹事の委嘱については事務局案を一部修

　　正のうえ了承された。

　4　平成15年度事業計画案について事務局から説明

　　が行われ、原案どおり承認された。

　5　平成15年度予算案について事務局から説明が行

　　われ、原案どおり承認された。

研究会
　1第1回研究会は、平成15年5，月30日、海上保安庁

　　海洋情報部大会議室で総会後に開催され、海上保安

　　庁交通部計画運用課金丸侑二郎課長から「組織

　　改変一灯台部から交通部一」及び同部整備課篠崎

　　正夫課長から「電波標識の現状」と題する講演が行

　　われた。

　　　出席者は62名であった。

　2　第2回研究会は、平成15年7，月22日、海上保安

　　庁海洋情報部大会議室において開催され、海上保安

　　庁海洋情報部藤田雅之主任衛星測地調査官から

　　「海底プレート境界での地殻変動観測」、NYK輸送技

　　術研究所伊藤功上席研究員から「Our　products　of

　　Long　Range　Tracking＆Ship　Security　Alert　System」、

　　海上保安庁整備課武田健司信号施設技術官から

　　「伊勢湾海上交通センターについて」と題する講演

　　が行われた。

　　　出席者は51名であった。
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3　第3回研究会は、平成15年10月30日、海上保

　安庁海洋情報部大会議室において開催され、電子航

法研究所坂井丈泰氏から「衛星航法システム

　GPSIWASSの現状」、海上保安庁海洋情報部環境

　調査課寄高博行課長補佐から「海洋短波レーダー

　による海流観測」、宇宙航空研究開発機構航空安全

技術開発センターヘリコプタ飛行安全チームリー

　ダー奥野善則氏から「実験用ヘリコプタによる

　DGPS測位評価」と題する講演が行われた。

　　出席者は53名であった。

4　第4回研究会は、平成16年2月27日、麻布台の

　中央官庁合同会議所大会議室において開催され、

　NHK技術局エグゼクティブ・エンジニア生岩量久氏から

　「地上波ディジタルTV放送システム」、海上保安庁

　海洋情報部佐藤まりこ氏から「人工衛星レーザー

　測距による海洋測地」、通信総合研究所電磁波計測

　主幹菊池崇氏から「太陽フレアと宇宙天気予報」

　と題する講演が行われた。

　　出席者は41名であった。

会誌等発行

　会誌「電波航法」第45号は、4月末に刊行予定。

会員数
　平成16年4月1日現在

正会員　　28名

個人会員　11名

推薦会員　17名

特別会員　　38名

　計　　　94名

　　52口
（年会員6名、終身会員5名）

会員の移動

　退会個人会員、高橋恵（死亡）

　変　更　特別会員、東京商船大学と特別会員、東京水

　　　　産大学が統合し、東京海洋大学となった。

　　　　　特別会員、通信総合研究所が通信・放送機構

　　　　が統合し、情報通信研究機構となった。

臨時研究会

　平成15年10月1日、日本財団ビル2F会議室におい

て海上保安庁主催で開催された「GPSのバックアップシ

ステムに関する専門家会議」に参加し、EAA（米連邦航

空局）、USCG（米沿岸警備隊）から「ロランCの評価と

今後の計画」、：NEI．S（North　Europe　Loran－C　System）

から「NELSの現状と課題」、　IA：LA（国際航路標識協

会）、ILA（国際ロラン協会）から「国際機関としての対

応」と題するプレゼンテーションのあと、「ロランCのバ

ックアップシステムのあり方」をテーマとするパネルデ

ィスカッションがあり今津隼馬会長が司会を務めた。

　出席者は総勢70名であった。

特別研究会（見学会）

　平成15年11，月28日から29日に愛知県において開催

され、7月に運用開始したばかりの海上保安庁伊勢湾海

上交通センターの施設を見学し、東一之所長から概要

説明を受けた。

　参加者は11名であった。

幹事会
　幹事会は、平成15年4月23日、5，月30日、7，月22

日、10月30日、16年3月10日に開催され、事業計画、

講演テーマ、役員交代、会誌発行等について審議が行わ

れた。
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あとがき

田中仙治

　ここ数年、海事に係わりをもつ機関や関係者の間

でAISの有効利用について幅広い検討が進められ

ています。その利用の範囲は、航行の安全確保はも

とより、業務の効率化や海洋プロジェクトへの活用更

には新規事業の開発にまで及んでいます。この様

子は、20数年前、実用化が間近かったGPSについ

て検討が行われた様子を髪髭とさせます。

　当時は、航海における測位システムとしてはロラン

A、ロランC、デッカなどが主役であり、精密測位用と

してNNSSが一部で活用されていました。地球上の

全域で高精度の測位がリアルタイムで可能である

GPSは、海運における安全確保と運航の効率化に

対してオールマイティであるかのようにとらえた検討

が行われました。

　学術的な専門分野で渡り鳥の飛行ルートの監視に

使用することも検討されていました。その主要テーマ

の一つにGPS受信機及び通信用送信機の軽量化

が取り上げられました。当然のことながら、鳥に対す

る体力的な負荷の軽減を図る開発でした。

現在のGPSの利用は、海上はもとより、陸上及び

航空の交通における移動体の測位を中心とした利

用に加えて、動物の移動、センチメートル単位の測

位精度を生かした地下資源の開発や地殻変動の監

視にも活用されています。これらのGpsの利用拡大

は、機器の小型軽量化と高機能化を実現した科学

技術分野の開発と情報処理技術分野の発展とによ

るものであり、一つのシステムの機能とそれを取り巻

く周辺技術の開発成果とが複合的に結合して得ら

れた結果と言えます。

VTSの噛矢となった東京湾海上交通センターの開

設当時、船舶相互間の危険回避に必要な冷間通信

の設定と仲介が主要業務の1つとして検討されまし

た。船間通信が必要な船舶の判定、対象船舶の特

定、船間通信の設定支援、相手船の判定支援など

を海上交通センターで実施するのですが、その実施

方法には、対象船舶の船種、船舶性能、乗組船員、

　　　搭載通信機器など船舶の特性に応じたきめ細かい

　　　対応が求められました。しかし、すべての船舶につ

　　　いてその船舶特性を把握し、千差万別の海上環境

　　　に対して特性の異なる船舶の組み合わせについて

　　　その対応策をあらかじめ作成しておくことは不可能

　　　であり、細部については、センターの運用者の判断

　　　に負うところとなりました。当時としては最先端の機

　　　器と最大限の陣容を整えたとはいえ、運用者の精神

　　　的な負担と苦労は、想像を超えるものがあったことと

　　　思います。

　　　　20数年を経て、AISの実現によりその苦労の大半

　　　が取り除かれようとしています。航行船舶は、周囲の

　　　すべての船舶と自動的に情報交換が可能となり、ま

　　　た、海上交通センターにおいてもその情報を完全に

　　　共有できるのです。

　　　　AISがすべての船舶に完全に装備された段階を想

　　　定するとまさしく隔世の感きわまるものがあります。

　　　　航行船舶にとって、通信回線の設定、相手船の判

　　　定、通信に要する時間と手間などのわずらわしさか

　　　ら開放され、しかも精度の高い情報が自動的に得ら

　　　れるこのシステムは、安全を確保する上で大きな成

　　　果をもたらすものと期待されます。GPSの場合から

　　　類推すると、すべての船舶がAISを搭載した状況に

　　　なれば、現段階で想定できる効果を遥かに超えた成

　　　果をもたらすに違いありません。しかし、AISをすべ

　　　ての船舶に普及させるには解決困難な課題も、また、

　　　多くあります。

　　　その点で、現在の海事関係者の知恵が問われ、努

　　　力が求められているといえます。

　　　海上保安庁では、平成15年4，月から灯台部を交

　　　通部に組織を変更して、航行援助と航行安全の両

　　　業務を一つの組織で担当することとしました。ハード

　　　ウェアとソフトウェア、即ち海事関係のルールとその

　　　実行を支える技術が一体となって航行の安全と運航

　　　効率の向上を図ってゆく施策に期待すると共に注目

　　　してゆきましょう。
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電波と共に55年

船舶航行の安全と効率化をめざして一

加藤電気工業所は、人命の安全を確保するため、長年にわたって

船舶用空中線の開発と海岸局並びに各種無線通信施設の設計・

制作・施工にたゆまない努力と躍進をつづけております。

　　　一営業品目一
　　　設計・製作・建設・保守

●海岸局・陸上局・各種無線通信局

●船舶用FRPホイップ空中線

●航路標識弧灯浮標

●パラボラアンチ・ナ回転装置

●TV・ラジオ・FM局用鉄塔と空中線

●テレビ共聴・都市型CATV

　　　　　　　　　1　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
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